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ディスクロージャー誌 2008（2007年度）�



ビジョン�

イーバンクは、最も先進的かつ個性的な�

IT時代の決済インフラを提供する�

世界的に認知される企業となる �
�

ミッション�

イーバンクは、効率的な決済手段の�

提供を通じ、経済的、精神的に�

豊かな社会発展に貢献する 

イーバンクだからできる、「3“e”&   
イーバンク銀行は、2001年7月に開業したインターネット専業銀行です。�

最先端のIT技術で独自に構築した基幹システムに高い優位性があるとともに、�

多くのネットサービスとの提携、幅広い金融商品の取扱により、顧客満足のさらなる向上を目指しています。�

customersatisfaction
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excellence

優 位 性 �

entertainment

楽 し さ �



「3“e”& CS」とは、excellence（＝業務･サービスとし

ての「優位性」を常に追求すること）、efficiency（＝業務･

サ ービス の「 効 率 性 」を常に追 求 すること ）、

entertainment（＝お客さまへの「楽しさ」の提供を常に

追求すること）、customer satisfaction(＝お客さまに

満足いただけるサービスを追求すること)、を表しています。�

 CS」�
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今後もイーバンクらしい画期的な
サービス・商品を提供してまいります

ごあいさつ

イーバンク銀行は、現時点で約280万口座を有する

わが国最大のインターネット専業銀行です（2008年6

月末現在）。最先端のIT技術を活用した自社開発の基幹

システムにより、お客さまのニーズに合ったユニーク

で安全、かつ利便性の高いサービスを提供しています。

なかでも決済業務につきましては、当行の中核業務

と位置づけ、セキュリティと使いやすさにこだわった安

価な決済手段の提供に努めてまいりました。PCだけで

なく携帯電話を使って何時でも何処にいても決済、送

金ができる環境を整備するとともに、お客さまの多様

な決済ニーズにお応えできるよう、提携先の拡大、提携

内容の拡充にも力を入れてまいりました。さらに、

2007年7月にはインターネット上の決済だけでなく、

実際の店舗でも利用できるリアル決済チャネルの構築

を目指し、VISAデビット機能付きキャッシュカード「イ

ーバンクマネーカード」の取扱を開始しております。

お客さまの資産運用ニーズにお応えして、投資信託

の取扱銘柄を飛躍的に増加させるとともに、外貨預金

の品揃えや取引機能を充実させてまいりました。また、

投資型年金保険や医療保険、がん保険の取扱を開始し

たほか、2007年10月には東京金融取引所から為替証

拠金取引資格を取得し、取引所為替証拠金取引「くりっ

く365」のサービスを開始するなど、新しいタイプの

金融商品及びサービスの提供にも積極的に取り組んで

おります。

皆さまの大切な資金をお預かりする銀行という業務

の性格上、セキュリティの確保については細心の注意

を払い最優先で取り組んでまいりました。システム面

では、最先端の技術を活用した当行独自のセキュリテ

ィ・ネットワークを完成させることで、使い勝手を損な

うことなく外部からの攻撃に十分対応できる堅固な体

制を構築しています。さらに、データセンターを複数配

備することで、災害等の不測の事態に備え、万が一の際

にも直ちに対応できる体制を整えています。

また、当行グループにおける収益源の多様化、資産運

用の効率化を図るために、2008年2月に当行50％出

資による連結信託子会社、イートラスト信託株式会社を

設立しました。4月には信託業の免許を取得し、すでに

営業を開始しております。

イーバンク銀行の大切な理念である「楽しさの追求」

を念頭において、引き続き銀行の枠にとらわれない斬

新なサービス、商品の提供に努めてまいる所存です。

また、資金運用面では、資産負債の総合管理を実効性の

あるものにし、リスク管理体制を一段と強化すること

で、安定的収益の確保を図ってまいります。

今後とも日々進化していくことで、世界で最も使い

勝手の良い銀行になれるよう頑張ってまいりますので、

従前にも増してご支援のほどよろしくお願い申し上げ

ます。

2008年7月

すべてのステークホルダーの皆さまへ

代表取締役社長
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マイボイスコム「インターネットバンキングの利用」（2008年1月）�
�
�
現在利用しているインターネットバンキング　1位�

最もよく利用しているインターネットバンキング　1位�

ヤフー・インターネット・ガイド「WEB of the YEAR 2007」�
 （2007年12月）�
�オンラインバンク部門　1位�

マイボイスコム「銀行のサイトに関する調査」（2007年6月）�
�ホームページを見たことのある銀行　1位�

最もホームページが充実している銀行　1位�

Gomez「モバイルバンキングサイト・ランキング」（2007年6月）�
�総合得点　１位�

日本能率協会総合研究所「銀行ブランドイメージ調査【首都圏編】」�

イーバンク銀行認知度97.6% 　5位/主要20行�

Gomez「オンラインバンクランキング」（2007年7月）�
�総合得点　2位�

決済重視型　1位�

日本経済新聞社「日経金融機関ランキング」（2007年12月）�

顧客満足度評価（首都圏）　12位�

調査・アンケート結果（2007年度）�

トピックス（2007年度）�

2007年�
4月�

5月�

6月�

7月�

8月�

9月�

10月�

12月�

11月�

2008年�
1月�

2月�

3月�

・預入期間が1ヶ月の定期預金の取扱を開始�

・統合ATMスイッチングサービスの接続を地方銀行にも拡大�

・預金残高が5,000億円を突破�

・統合ATMスイッチングサービスの接続を都市銀行や地方銀行

にくわえ信用金庫にも拡大�

・携帯電話で請求書のバーコードを撮影し支払ができる新サ

ービス、「写してペイ」を開始�

・ボーナス金利キャンペーンを実施�

・オーエムシーカードに「リアルタイム振込サービス」を提供�

・VISAデビット機能付きキャッシュカード「イーバンクマネー

カード」を発行�

・預金残高が6,000億円を突破�

・ネット銀行として初めてプライバシーマークを取得�

・クレジットカード機能付きキャッシュカード「イーバンクカー

ドジョーヌ」を発行�

・外貨定期預金を開始�

・ネット銀行として初めてインターネット申込型投資型年金の

取扱を開始�

・取引所為替証拠金取引（FX）の取扱を開始�

・取引所為替証拠金取引「くりっく365」における決済銀行に指定�

・お預入金額に応じて3タイプの定期預金金利を設定�

・ATM利用手数料の料金体系を変更�

・ネットの買い物でキャッシュバックを受けられる新ショッピング

サイト「キャッシュバックコレクション」が開設�

・国連WFP協会の「マンスリー募金プログラム」に対応�

・定期預金特別金利「250万口座突破記念キャンペーン」を実施�

・携帯電話向け一般サイト「eBANK PLUS」を開設�

・イーバンクマネーカードでより安全にオンラインショッピング

を楽しめる「VISA認証サービス」を導入�

・平塚競輪の「チャリLOTO」の申込に対応�

・「預金残高7,000億円突破記念キャンペーン」を実施�

・外貨定期預金の預入期間のラインアップを拡充�

・イートラスト信託株式会社（連結子会社）を設立�

・立川競輪の「Kドリームス」への投票に対応�

・おトクな年会費でポイント還元率等を優遇するイーバンク

マネーカードの「クラシックプレミアム」サービスを開始�

・法人向けに複数の決済メニューを提供する収納代行サービス

「イーバンクペイメントゲートウェイ」を開始�

ヤフー・インターネット・ガイド�

（2008年2月号）�

「WEB of the YEAR 2007」の�

当行記事抜き刷り�

イーバンク銀行では、24時間いつでもパソコンや携

帯電話からアクセスできる利便性や、メールアドレスを

利用した画期的な送金手段「かんたん振込（メルマネ）」、

多数サイトのポイント現金化など、ユーザビリティの向

上に努めてきました。

こうした取組は、各種調査やアンケート結果において

高い評価を得ており、インターネット専業銀行No.1 の

口座数（2008年6月末日現在）獲得に反映されている

と考えています。

選ばれるのには理由があります。イーバンクの実績

ご
あ
い
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つ

特
　
集
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エターナル・ゴールド

スピリチュアル・ゴールド
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2007年7月より、待望のイーバンクマネーカードのサービスがスタート。

これまでのWeb上の決済に加え、実店舗でも利用ができるリアル決済にも進出しました。

得して安心、さらに楽。機能充実の
イーバンクマネーカードが登場しました

イーバンクのリアル決済チャネル

2007年7月より、世界中のVISA加盟店で使用でき

イーバンク口座から即時引き落としが可能な、VISAデ

ビット機能付きキャッシュカード「イーバンクマネーカー

ド」の発行を開始しました。満16歳以上のお客さまは、

インターネット上で簡単にお申し込みいただけます。1

ヶ月分の利用額をまとめて後払いするクレジットカード

に対して、VISAデビットカードは利用の都度、普通預金

残高の範囲内でイーバンク口座から利用額が引き落と

されます。そのため使いすぎの心配がなく安心です。ま

た、決済に伴う金利や手数料もありません。

8種類のデザインから選べる「イーバンクマネーカード」

はゴールドカード、クラシックカードのほかに2008年3

月より従来のクラシックカードのポイント還元率等を優遇

した「クラシックプレミアム」サービスを開始しました。

VISAデビットカードとキャッシュカード
が1枚でご利用いただけます

イーバンクマネーカード

フォーチュン・ゴールド

日本でも徐々に浸透しつつあるデビットカードですが、欧米ではクレジットカ

ードと並ぶほど一般的に利用されています。デビットカードとは、もともと小切

手（チェック）の代用として登場しました。（そのため、「VISAデビットカード」の

ことを「チェックカード」と呼んだりします）。一般に与信審査が不要で預金残高

の範囲内でしか使用ができないことから、本場アメリカでは当座預金口座を開

設したお客さまに与えられるＡＴＭカードとして多く普及しており、より手軽な

デビットカードは今では利用件数ベースでクレジットカードを上回り、全世帯の

3分の2はデビットカードを持っていると言われています。日本でもデビットカ

ード利用件数がクレジットカードを上回る日もそう遠くないかもしれません。

バミューダグリーン

スパニッシュオレンジ

ピーチメルバ

シルバー
アロー

アクアマリン

デビットカードよもやま話
コラム

600

400

200

800

0
2001年� 2006年� 2011年（予）�

58%

42%

54%

46%
39%

61%

（億件）�

米国におけるクレジットカードとデビットカードの�
利用件数及びシェア比較�

デビットカード�
クレジットカード�

※ゴールドカード及びクラシックプレミアムにはそれぞれ会費が必要です。

（出典：The Nielsen Report,2007年10月）
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http://www.ebank.co.jp/kojin/debit/

便利で、おトク。充実したサービス内容で
使えば使うほどに得をする

イーバンクマネーカードのメリット

世界170ヶ国以上に設置されているVISAマーク・

PLUSマークのあるATMで、現地通貨による預金引き

出しができます。通常のクレジットカードによるキャッ

シングよりも安い手数料で、窓口での面倒な手続もな

く、現地通貨を引き出せます。

●海外現地通貨引き出し

ご利用に応じて貯まったポイントは1ポイント＝1円で換

金し、お客さまのイーバンク口座にキャッシュバックできま

す。また、ゴールドカードとクラシックプレミアムはJALマ

イレージバンクのマイレージと交換することも可能です。

●イーバンクポイント

機能性に富んだセキュリティサービスで、
安心ショッピング

セキュリティ管理

ご利用の度に取引をお知らせする「メール通知サービ

ス」のほか、VISAデビットやキャッシュカードによる

ＡＴＭ出金の利用停止・解除がＷｅｂ上でできます。

また、VISA認証サービスにより、従来のオンライン

ショッピングに必要だった「カード番号」や「有効期限」

などの取引情報に加えて、お客さまが設定した「VISA

認証用のパスワード」の入力による本人認証を行うこと

で、万が一カードの盗難やカード番号を知られてしまっ

た場合でも不正利用を防ぐことができます。

詳 し く は w e b で ！

ゴールドカード

クラシックプレミアム

クラシックカード

1.0%

0.5%

0.2%

ポイント付与率

クレジット機能付きキャッシュカード・イーバンクキャッシュカード

イーバンク銀行では、お客さまのニーズに合わせたキャッシュカー

ドをご用意しております。提携クレジット機能が付いたキャッシュカー

ドではインターネットキャッシングが可能な「イーバンクカードOMC」

や、ケータイクレジットiDがご利用いただける「イーバンクカードジ

ョーヌ」などがあります。また、16歳未満のお客さまにはイーバンク

キャッシュカードをご用意しておりますので、お客さまのライフスタ

イルに合わせたカードをお選びいただくことが可能です。

お客さま�

VISA認証サービス�
参加加盟店�

1

4 5

23

1
2
3
4
5

購入商品・カード情報などを入力�
VISA認証サービスの登録状況を確認�
VISA認証サービス認証用のパスワード入力画面を表示�
VISA認証用のパスワードを入力�
認証結果を通知�

イーバンクカードOMC

イーバンクキャッシュカード

イーバンクカードジョーヌ
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イーバンク銀行では、お客さまのニーズにお応えできるよう金融商品の拡充を進めてきました。

今後とも魅力的な商品を取り揃えることで、すべてのお客さまに満足していただける銀行を目指します。

豊富な商品・サービスの提供で、
お客さまのライフスタイルをサポート

イーバンクの金融商品

イーバンク銀行の普通預金・定期預金は、24時間

365日（システムメンテナンス等を除く）、パソコンや

携帯電話からお申込が可能です。また、好金利が魅力

の新型定期預金は、満期特約定期預金や為替特約定期

預金を取り揃え、満期まで元本保証で安心してお預け

入れいただけます。

お得で安心！
イーバンクの普通・定期預金

円預金（円普通預金・円定期預金・新型定期預金）

様々なニーズに対応できるイーバンクの金融商品

※新型定期預金は原則として中途解約ができません。中途解約の場合、
元本割れが生じる可能性があります。

イーバンク銀行の外貨預金は、低水準の為替コストと

市場実勢為替レートに連動した為替レートで24時間

365日取引できることが特長です。米ドル、ユーロ、豪ド

ル、英ポンド、NZドル、南アフリカランドをお取引いただ

け、外貨定期預金は、お預入金額や残高に応じて金利優

遇を受けられます。

為替の変動をいち早くキャッチする
イーバンクの外貨預金

外貨預金（外貨普通預金・外貨定期預金）

イーバンク銀行の為替証拠金取引は、東京金融取引

所の「取引所為替証拠金取引（くりっく365）」を当行が

取引業者としてお客さまに提供する取引所為替証拠金

取引サービスです。取引環境やルールが整備されてお

り、透明性が高く安心してお取引いただけます。また、

税制上の優遇が受けられることも大きなメリットです。

さらに、価格情報や為替、金融に関する最新ニュース

の他、為替ディーラーやアナリストコメント、様々なチ

ャート機能、テクニカル分析等が無料でご利用いただ

ける為替情報サイト「e-profit FX web」もご用意して

います。

有利、安心、税制優遇！
取引所による外国為替証拠金取引

取引所為替証拠金取引（FX）

※対円お取引為替コスト（預入、払戻とも）

米ドル

ユーロ

豪ドル

英ポンド

NZドル

南アフリカランド

1米ドル当たり 15銭

1ユーロ当たり 15銭

1豪ドル当たり 45銭

1英ポンド当たり 45銭

1NZドル当たり 45銭

1南アフリカランド当たり 20銭

外貨普通預金の為替コスト一覧（2008年7月現在）

為替コスト
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イーバンク銀行の独自ブランド「イーバンク・ヘッジ

ファンド e501」「同e502」「同e503」では、一部の大

口投資家や機関投資家向け商品であったヘッジファン

ドに、個人のお客さまでも10万円から投資できます。

また、多様な資産運用ニーズにお応えすべく、様々な

投資対象、収益タイプ、運用会社の投資信託を取り揃え

ています。2008年6月末日現在の投資信託の取扱数

は268本、そのうち申込手数料が0円の投資信託は59

豊富な商品ラインアップ。ライフスタイル
に合わせてお選びいただけます

投資信託

※金融商品仲介業とは、証券会社（金融商品取引業者）の委託を受けて、
「有価証券の売買等の媒介」や「有価証券の募集若しくは売出の取扱」
などを行うものです。

イーバンク銀行では、金融商品仲介業務※を行う登録

金融機関として、お客さまと委託金融商品取引業者で

あるマネックス証券との間に立ち、マネックス証券の

証券総合口座開設お申込手続きの受付や、マネックス

証券から委託を受けた有価証券のご案内をしておりま

す。また、「イーバンクかんたん入金」により、イーバン

ク銀行のサイトにログインすることなく、マネックス証

券のサイト内から振込手数料無料でリアルタイムに資

金移動ができます。

簡単、スムーズに金融商品が
購入できます

金融商品仲介

2007年11月より、将来の万が一に備えた資産形成

を目的とした投資型年金「ダイレクト年金e-VA」を開始

しました。その他にもお客さまのニーズにお応えでき

るよう、自動車保険や医療保険など多彩な保険商品を

ご用意しています。

ふやす、もらう、のこす。
もしもに備えて安心、安全

年金・保険

お客さま�
マネックス�
証券�

マネックス証券ログイン�

イーバンク�
Webサイト�

マネックス証券�
ログイン�

取引注文�

約定報告�

取引報告書などの送付�

国際投信投資顧問

グローバル・

ソブリン・オープン

イーバンク・ファンド・シリーズ

イーバンク・ヘッジファンド

e502

HSBC

新BRICsファンド

本です。

今後とも、優位性のある商品拡充に努めていきます。

http://efantasia.ebank.co.jp/

詳 し く は w e b で ！
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イーバンク銀行には、お客さまの「あったらいいな」を実現するサービス業としての視点があります。

既存の銀行では思いつかなかったような各種サービスを取り揃えることにより、

今後とも顧客満足を追求していきます。

イーバンク口座のメリット

イーバンク口座からの入出金方法

「あったらいいな」のサービスを実現。
これまでの銀行にはない、イーバンクの特長

入金�

出金�

振込�

ATM入金�

ゆうちょ銀行�
口座からの�
入金�

ATM出金�

他の�
イーバンク�
口座への�
振込�

他行口座への�
振込�

ゆうちょ銀行�
口座への�
振込�

（本人名義口座）�

※他行からの入金も可能。�
　その際の手数料は各金融機関の�
　定めるものとします。�

＊給与振込口座指定で、他行�
  振込手数料が3回まで無料�

お客さまの�
イーバンク口座�

かんたん�
振込�

（メルマネ）�

送金相手の名前、メールアドレスを指定するだけで

パソコンや携帯電話からいつでも手軽に送金できる

サービスです。

オークションに便利。かんたん振込（メルマネ）

イーバンクの商品・サービス

パソコンや携帯電話から、24時間いつでも気軽に

口座開設申込ができます。

面倒な申込書類の記入や印鑑は必要なく、同時にキ

ャッシュカードのお申込も可能です。

口座開設が簡単

専用のモバイルアプリが充実。

各キャリアの公式サイトはもちろん、一般サイト

「eBANK PLUS」もオープンしました。

携帯電話でも使える

全国のゆうちょ銀行ATM、セブン銀行ATMで入出

金ができます。

もちろん、他行口座からATM、ネットバンキングに

よるお振込も可能です。

24時間入出金可能

イーバンク口座で他の金融機関から振込を受ければ

受けるほど現金がもらえる、銀行の常識を変えるプ

ログラムです。

ゴールドラッシュプログラム

インターネット専業銀行としての特性から、セキュリ

ティには万全の対策を行っています。また、万一のト

ラブルに備え、補償制度を設けています。

セキュリティも万全
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イーバンク銀行の口座をお持ちのお客さまは、totoや

公営競技（競馬、競艇、競輪、オートレース）の投票をパソ

コン・携帯電話からご利用いただけます。土日・夜間でも

入出金や当せん金の自動払い戻しが可能であり、大変ご

好評です。2008年度からは、最大12億円が当たる競

輪のチャリLOTOやKドリームスの投票も始まりました。

また、totoのインターネット販売は、銀行として初め

てイーバンク銀行が対応を開始しており、totoイーバ

ンクポイントの導入、最高6億円くじ「BIG（ビッグ）」の

販売など、お客さまに便利でお得なサービスを提供し

ています。

イーバンク銀行は、多くの懸賞・アンケートサイトや

ポイントサイトと提携しています。色々なサイトで、イー

バンク口座を換金口座に指定することで、広範な種類

に及ぶポイントの管理が容易になります。

また、「ちょこっといいことプログラム」参加サイトの

ポイント換金や謝礼受取サービスをご利用いただくと、

受け取りの都度1円～10円が募金団体に寄付され、お

客さまのご負担なしで募金することが可能です。

イーバンク口座があれば、パソコン・
携帯電話から気軽にご利用可能

スポーツ振興くじ「toto」・公営競技

アンケートや懸賞でちょっとお得！
人気のポイント換金

ポイント換金

2008年1月に開設された「キャッシュバックコレク

ション」は、楽天市場やYahoo! ショッピングはもちろ

ん、イーバンク口座で決済ができる人気のオンライン

ショップを多数ご紹介しているショッピングサイトで

す。お客さまがキャッシュバックコレクションを通じ

ネット上の買い物でキャッシュバックを
受けられる新ショッピングサイトが開設

キャッシュバックコレクション

レース当日でも入出金可能！�

投票� 払い戻し�

中央競馬�
(JRA)

地方競馬�
(南関東4競馬)

地方競馬�
(オッズパーク) 競艇� 競輪� オート�

レース�

※インターネット投票を行うには、イーバンク口座を開設後に各競技投票会員登録�
　が必要です。�

ポイント換金�

ポイント�
サイト�

アンケート�
サイト�

謝礼�

出金する�

http://www.ebank.co.jp/kojin/service/
http://www.ebank.co.jp/kojin/benefit/

詳 し く は w e b で ！

てお買い物をするた

びに、ショップごと

に設定するキャッシ

ュバック率に応じた

金額が、かんたん振

込（メルマネ）を利

用して、お客さまのイーバンク口座に送金されます。

http://www.cbcs.jp/
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イーバンク銀行は、銀行の常識を変えるサービスを次々にリリースし、ご好評をいただいています。

セキュリティリスクについては、万全を期しています。

便利かつ安心してご利用いただける
イーバンク独自のサービス

イーバンクのソリューション＆セキュリティ

サービス運営者の法人口座から、エンドユーザーの

イーバンク口座（個人・法人）や他行口座宛の送金依頼

を、サーバー間通信によりリアルタイムに行うサービ

スです。決済処理の自動化が可能で高度かつ大量の課

金、決済サービスを安価に利用できます。当行のコ

ア・コンピタンスである、24時間365日稼動する電子

決済プラットフォームのメリットを最大限にご活用いた

だけます。

イーバンク独自の決済ソリューション

リアルタイム決済サービス（リアルタイム送金・リアルタイム振込・リアルタイム自動引落）

「イーバンクジャストマッチ」は、請求先ごとに別々

の口座番号を振込先として割り当てることによって、

振込のあった口座番号から振込人を特定できる画期的

なサービスです。これにより、不正確な振込人名でも

振込人の特定が可能になり、今までの入金消し込み作

業の手間を一掃することができます。

入金消し込み事務の合理化に

イーバンクジャストマッチ

インターネット事業に即した各種決済ソリューションを提供しています

ネット銀行口座からの決済以外にも、コンビニエンス

ストアの店頭での支払や、Pay-easy（ぺイジー）を利用

したインターネットバンキング及びATMからの支払な

ど、各決済サービスをワンストップで導入できるソリュ

ーションです。一般消費者向けにサービスを提供する

法人は、イーバンクへ申込をするだけで、複数の決済サ

ービスを利用できるようになります。

複数の決済メニューを提供する
収納代行サービス

イーバンクペイメントゲートウェイ

お客さま� 導入企業�

1 2

6

4 3

7

5

1
2

3

4
5
6
7

お客さまが、支払方法を選択�
お客さまが選択した支払方法を、導入企業（収納機関）から�
イーバンクへデータ送信�
お客さまが選択した支払方法を、イーバンクから各支払先へ�
データ送信�
各支払先から、支払に必要な情報を取得�
イーバンクから導入企業へ、支払に必要な情報をデータ送信�
導入企業からお客さまへ、支払に必要な情報を案内�
導入企業からの案内に従って、お客さまが代金を支払�

●ネットバンク決済�
●コンビニ決済�
●ペイジー（ネットバンキング、ATM）等�

お客さまA

お客さまB

お客さまC

入金�
口座�

7000018�

7000022�

7000033

¥300,000�

¥50,000�

¥3,000

フリコミケンジ�

フリコミジロウ�

フリコミハナコ�

Aさん専用�
7000018

Bさん専用�
7000022

Cさん専用�
7000033

振込専用支店� 振込入金明細�お取引店�

振込金額�

�

振込人名�

口座番号から�
振込人を特定できる！�

振込口座番号�

�
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インターネット専業銀行だからこそ。セキュリティに細心の注意

イーバンク銀行は、インターネット専業銀行という特

性からシステムの重要性かつ公共性を認識した金融機

関として、お客さまに安心してサービスをご利用いただ

けるよう、高水準のセキュリティシステムを常に維持・

向上するための対策を行い、お客さまの情報を保護す

べく万全を期しています。当行のお客さまは、取引通知

サービスやセキュリティボード、IP制限サービスなどを

ご利用いただけます。

万全のセキュリティで安心して
お使いいただけます

セキュリティ対策

CSR活動

様々なトラブルに巻き込まれて被害を受ける前に、

イーバンク銀行の各種セキュリティサービスをご利用

ください。トラブルは日頃の心がけから未然に防ぐこ

とが重要です。

また、イーバンク銀行は、セキュリティ機能をご利用

いただくお客さまに対して口座不正使用保険を優遇す

ることで、お客さまにセキュリティ機能を積極的にご

利用いただき、第三者からお客さまの口座が不正使用

されることを抑止したいと考えています。

お客さまの万一のトラブルに備えて、三井住友海上火

災保険株式会社と保険契約を締結しています。当行セキ

ュリティ保険による補償額は、以下のとおりです。

●金融犯罪対策 ●補償制度

口座不正使用保険

キャッシュカード盗難保険

1,000万円

一律　300万円

300万円

当行指定の条件を
満たしているお客さ
まの支払上限額

当行指定の条件を
満たしていないお客
さまの支払上限額

※お客さまの保険料のご負担は一切必要ありません。

イーバンク銀行では200万口座達成記念事業とし

て、国連が公認する国際援助団体（NGO）である日本フ

ォスター・プラン協会の特別寄付プロジェクトにより、

2008年1月にフィリピンの北サマール州カトゥビッグ

町に新しく小学校の校舎を建設しました。

●フィリピン学校校舎建設支援プロジェクト

「ちょこっといいことプログラム」は、お客さまがポ

イント換金やアンケートの謝礼受取サービス等をイー

バンク口座で利用するたびに、その手数料等から一定

額が国内外で社会貢献活動を行う団体に寄付される仕

組みです。募金の原資は当プログラムにご賛同いただ

いた企業さま、及びイーバンク銀行が負担します。ご利

用いただいているお客さまに負担はございません。

●ちょこっといいことプログラム

新校舎建設前の小学校

特別寄付プロジェクトにより建設された小学校

ちょこっといいことプログラムの対象となる募金団体

http://www.ebank.co.jp/hojin/
http://www.ebank.co.jp/kojin/security/
http://www.ebank.co.jp/ir/message/csr/

詳 し く は w e b で ！
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公共性の高い金融機関として、
経営管理組織の高度化を図っています

コーポレート・ガバナンスの状況

当行は、企業価値の増大・最大化と銀行としての公共的使命を果たすことがコーポレート・ガバナンスの基本である

との認識の下で、経営方針決定プロセスの透明性・健全性の確保、相互牽制態勢の強化、コンプライアンス体制の整備、

情報開示の推進等を通じて、コーポレート・ガバナンスを強化し、効率的かつ公正な意思決定・業務運営システムを確

立することを基本とした経営管理組織の整備を図っています。

会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

当行は監査役会制度を採用しています。

取締役会は、社外取締役5名を含む11名で構成されており、社外取締役には経済界で豊富な経験を有する経営者・実務家

が就任し、客観的な立場から経営陣の業務執行を評価・監督する体制としています。

監査役会は、独任制のもとに監査を行う監査役3名（全員が社外監査役）で構成されており、金融界での豊富な経験と知識

を有する専門家として、経営陣を監視・監督する機能を高めています。

①会社の機関の基本説明

取締役会は、原則として月1回の定時取締役会を開催することとしており、業務執行の公正性・透明性の強化を図っていま

す。また、取締役会に対する助言・提言機関として、経営陣と各界の有識者である顧問で構成されるアドバイザリー・コミッテ

ィーを設置しており、当行の経営に関し、大所高所から提言や意見を求める場として、定期的に開催することとしています。

また、取締役会決議事項の事前協議機関、取締役会により決定された業務運営方針に基づく業務執行に係る意思決定機関

（社長専決事項を除く）として経営会議を設置し、原則として月2回開催することとしており、経営の機動性及び効率性の向上が図

られています。経営会議は、社長、副社長2名、取締役兼執行役員3名及び常務執行役員4名を含む10名で構成されています。

監査役会は、原則として月1回開催することとしています。また、常勤監査役は、取締役会を始めとした当行の重要会議に

出席し取締役等から営業の報告を聞くとともに、重要な稟議書類等の閲覧、内部監査室や会計監査人からの報告聴取等を通

じて、当行の業務執行状況の監査を実施しており、経営陣に対する監視・牽制態勢の強化を図っています。

さらに、取締役会及び代表取締役からの、経営方針や経営執行に関する重要事項の連絡及び情報共有・社内調整機関として、

執行役員会を設置しています。執行役員は常勤取締役ほか合計16名であり、各業務担当役員を務めることがあります。執行

役員会には、執行役員にくわえて、関係部署の部長及び監査役が出席し、2週間毎に開催し、業務執行の事前協議及び周知徹

底を図っています。

また、取締役会付議事項及び代表取締役の業務執行に関する意思決定に関する審議・諮問機関として、リスク管理委員会、

案件会議、政策投資委員会及び投資委員会の4つの社内委員会を設置し、意思決定の妥当性及び透明性を担保しています。

各社内委員会の概要は以下のとおりであります。

リスク管理委員会は、社長、リスク管理担当役員、経営企画担当役員、財務経理担当役員及び関係部署の部長により構成さ

れ、定例委員会（毎月1回開催）及び臨時委員会を開催しています。リスク管理委員会は、取締役社長の諮問を受けて、リスク

管理及びALM並びにコンプライアンスに係る事項の審議を行い、委員会としての審議結果を社長に答申します。また、リス

ク管理、コンプライアンス・プログラムの進捗状況等について、取締役会に対し報告を行っています。

案件会議は、社長、リスク管理担当役員、経営企画担当役員、財務経理担当役員及び関係部署の部長により構成され、定例

会議（毎月1回開催）及び臨時会議を開催しています。案件会議は、一定の社内基準に該当する重要な新商品・新規業務に係

る案件につき、社長の諮問を受けて審議を行い、委員会としての審議結果を社長に答申し、また会議の運営状況等を取締役

会へ報告を行っています。

政策投資委員会は、総務部長を委員長とし、リスク管理担当役員、経営企画担当役員、財務経理担当役員及び関係部署の部

長により構成され、必要に応じて随時開催しています。政策投資委員会は、社長の諮問を受けて、当行の政策株投資における

個別具体的案件の審議結果をとりまとめ、社長宛に答申しています。

②会社の機関の内容
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コーポレート・ガバナンス体制（2008年6月26日現在）

会計監査人�
監査役会�

内部監査室�

コンプライアンス・オフィサー�

情報セキュリティ・オフィサー�

株主総会�

取締役会�

経営会議�

アドバイザリー・コミッティー�

社長� リスク管理委員会� 案件会議� 政策投資委員会�

投資委員会�執行役員会�

業務執行各本部� 管理部門�

営業本部�

キャピタル・マーケット本部�

システム本部�

CS本部�

サービス戦略本部�

FA部�

リスク管理担当役員� 財務経理担当役員�

総務部担当役員�経営企画担当役員�

投資委員会は、社長、リスク管理担当役員、経営企画担当役員、財務経理担当役員、及び関係部署の部長により構成され、

定例委員会（毎週1回開催）及び臨時委員会を開催しています。投資委員会は、個別運用資産に係る投資判断等について審議

を行っています。

当行の社外監査役のうち冨金原俊二は、他の取締役又は監査役と人的関係を有さず、当行株式50株を保有する株主であ

ります。当行の他の社外取締役及び社外監査役は、他の取締役又は監査役と人的関係を有さず、また当行と資本的関係も有

していません。当行の社外取締役2名及び社外監査役1名は、それぞれ当行株主企業であるマネックス・ビーンズ・ホールデ

ィングス株式会社、NTTファイナンス株式会社及び三井住友海上火災保険株式会社の取締役を兼務していますが、特に利害

関係はありません。

⑤社外取締役及び社外監査役との関係

2008年3月期については、当行は新日本監査法人との間で監査契約を締結し、会計監査を受けています。当期において

業務を執行した公認会計士の氏名及び会計監査業務に係る補助者の構成は以下のとおりです。なお、継続監査年数について

は7年以内であるため、記載を省略しています。

業務を執行した公認会計士の氏名 指定社員　業務執行社員　秋山　正明、矢田堀　浩明、橋上　徹

会計監査業務に係る補助者の構成 公認会計士　5名、その他　10名

④会計監査の状況

内部監査部署である内部監査室は、社長所管のもと被監査部署から独立した組織となっており、すべての監査対象部署及

びグループ会社から影響又は干渉を受けることなく、内部監査業務を行っています。内部監査室の人員は4名で、取締役会の

承認を受けた内部監査規程や内部監査計画に沿い、当行内の各組織及び子会社に対して、業務運営全般における内部管理態

勢の適切性及び有効性に関する内部監査を進めています。内部監査の結果は遅滞なく社長に報告されるとともに、取締役会

及び監査役会へ報告されます。また内部監査室の指摘事項の改善状況については、3ヶ月毎に取締役会及び監査役会へ報告

され、その進捗状況を適切にモニタリングしています。内部監査室は、取締役会及び監査役会に対して3ヶ月毎にその活動状

況等を報告するとともに、監査役とは随時意見交換を行っています。さらに監査法人とも、適宜意見交換を行っています。

監査役監査は常勤監査役1名を含む監査役3名にて実施されています。監査役監査は、取締役の業務執行等の監査及び会

計監査を実施しています。監査役監査の実施に当たっては、監査方針及び監査計画を策定し、取締役会を始めとする重要な

会議への出席、社長や経営幹部への聴取、内部監査室との意見交換、重要書類の閲覧調査等を通じ、行内各部署及びグルー

プ会社の監査を実施しています。また、監査役会は会計監査人による会計監査人監査の結果について報告を受け、その適正

性をチェックしています。

③内部監査及び監査役監査の状況
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インターネット専業銀行としてのリスク特性
を踏まえた体制を構築しています

リスク管理体制の整備の状況

当行は、決済業務を中心とした業務展開を行うインターネット専業銀行としてのリスクの特性を踏まえた実効性ある

リスク管理体制を構築しています。具体的には、リスクの源泉・運営方針・管理方針等を定めた、「リスク管理基本ポリ

シー」を取締役会において制定し、この基本方針の下、個別のリスク管理に関する各種規程を制定、各部署は当該規程

にしたがって業務を遂行しています。

当行では、リスク管理部を中心とした総合的なリスク管理体制をとっており、リスク管理担当役員統括の下、当行グ

ループの総体的なリスクをリスク管理レポートとしてまとめ、月次でリスク管理委員会に、四半期毎に取締役会に報告

をしています。一方、障害や災害の発生時の対応方針については、「コンティンジェンシープラン」に規定し、不測の事

態においても銀行としての公共的使命を全うすべく、万全を期しています。

また当行では、新BIS規制の考え方をベースとして、前月末における自己資本金額を当行グループが保有する各種リ

スクに割り当てるキャピタル・アロケーションの手法を導入し、過度のリスク保有を制限する仕組みを構築しています。

そして、別途「自己査定規程」を制定し、決算時にはこれに基づいて適正な自己査定、償却引当を実施しています。

信用リスクに関する基本方針は、「信用リスク管理規程」「投資運用リスク管理規程」及び「投資運用リスク管理取扱手続」

に規定し、これを遵守しています。当行の信用リスクの源泉は、i)役務取引等によって発生する営業債権等、ii)資金運用業務

と、iii）政策的な見地で保有する有価証券等によって発生する運用資産であり、それぞれにおいて、金額に応じた信用供与

の決定方法、ロスカットルール、モニタリングの方法及びサイクルを、「信用リスク管理規程」及び「投資運用リスク管理規程」

に規定しています。

また、当行の運用資産のうち収益資産につきましては、新BIS規制の趣旨及び流動性リスク等を考慮して、下記のルール

を規定しており、当該ルールの遵守状況につきましては、月次で開催されるリスク管理委員会において報告しています。

a) 個別案件毎のリスク量を計測し、リスク量管理を実施。さらに信用リスク総量の上限枠として、運用資産ポートフォリオ

全体の信用リスク量を自己資本対比で常時一定水準以内に制限。

b) 運用資産投資に対する多角的な規制を整備(1与信先当たりの投資残高規制、1取引当たりの投資金額規制、投資資産カ

テゴリーの集中規制、証券化不動産の地域集中規制、特定業種への集中規制、取引先の集中規制)。

①信用リスク管理体制

②市場リスク管理体制

市場リスクに関する基本方針を「市場リスク管理規程」「投資運用リスク管理規程」及び「投資運用リスク管理取扱手続」に規

定し、これを遵守しています。

当行の市場リスクの源泉は、i)国債・地方債・政府保証債、ii)社債、iii)株式、iv) 新型預金・外貨預金等に伴うカバー取引、

v)その他市場性のある資産等、となっており、それぞれにおいて、ロスカットルール、モニタリングの方法及びサイクルを、

「市場リスク管理規程」及び「投資運用リスク管理規程」に規定しています。

上記のキャピタル・アロケーションの手法に基づき、当該リスクにおける予想最大損失額が、各部署に賦課された自己資本

金額の範囲に収まるようリスク管理を行っており、当該ルールの遵守状況につきましては、月次で開催されるリスク管理委員

会にて報告しています。

また当行では、国債・地方債・政府保証債の管理項目はVaR・期間損益・デュレーション等とし、日次で社長、リスク管理担

当役員、経営企画担当役員及び財務経理担当役員に報告しています。

株式・社債・為替・その他市場性のある資産については月末時価(簿価含む)を月次で、リスク管理委員会に報告しています。

運用資産については、平均デュレーションが預金調達における平均デュレーションを上回らないことを基本とし、金利変動

による収益への影響を限定することとしています。
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当行は、業務運営の大半をコンピュータシステムに依存していることからシステムリスクが当行のリスクの根幹との認

識のもと、管理体制を構築しています。具体的には、システムに関する規程として「情報システムリスク管理規程」を定め、

これに基づき全社的なシステムの企画、開発及び運用を厳格に実施しています。また、災害・障害時に備えてネットワー

ク・ハード機器の二重化や、顧客データの隔地保管等を実施している他、災害対策センターを設置することで、速やかに業

務を再開できる設計としており、より信頼性の高い安全な運用を実現しています。さらに、顧客財産の保全を第一とし、業

務の継続を図り、中断の範囲や期間を極小化し、迅速且つ効率的に業務の再開を行うために、詳細な「コンティンジェンシ

ープラン」を定めており、顧客が安心して取引できる体制としています。

また、インターネットに関わるリスクについては、全国銀行協会の「インターネット・バンキングにおいて留意すべき事項」

及び金融庁の「金融検査マニュアル」における「オペレーショナル・リスク管理態勢の確認検査用チェックリスト」に基づい

た対策は当然のことながら、くわえて、当行システムへの不正侵入については、ファイアウォ－ルの設置による防止やネッ

トワーク・システムへの24時間365日にわたる常時監視、また別途ソースコードの脆弱性分析ソフトウェアの導入等によ

り、不測の事態を予防しています。

さらに顧客預金の安全性の一層の強化のため、当行独自のセキュリティ対策を実施しています。

⑥システムリスク管理体制

当行では「リスク管理基本ポリシー」及び「事務リスク管理基本ポリシー」に則り、有人店舗を持たずインターネットによ

る非対面取引を専門に行う銀行として、その特殊性を認識した事務リスクの管理体制を構築しています。具体的には、事務

の取扱や権限を規定したプロシージャーやマニュアルの制定、人為的ミスを極力排除し、効率的な事務処理を実現するため

のシステム化等により、適正な人員で事務リスクを最小化するよう努めています。特に口座開設時の本人確認や口座開設後

の疑わしい取引の抽出や名寄せチェックについては、独自のプロシージャー・マニュアルを制定し、不正取引等の防止に組

織的に対応できるような態勢を構築しています。また、各部室で実施する自主点検や、内部監査室による内部監査により、

事務リスクの削減とともに、事務の改善、レベル向上を図っています。

また、前述のキャピタル・アロケーションの手法に基づき、オペレーショナルリスクに対する十分な備えとして、新BIS規

制の「基礎的手法」に基づく必要自己資本を大幅に上回る金額を当該リスクに対して保守的に配分しています。

④事務リスク管理体制

流動性リスクに関する基本方針を「リスク管理基本ポリシー」及び「資金流動性・決済リスク管理ポリシー」に規定し、これ

を遵守しています。

当行では、一定のルールの下に残高管理をする「静態的管理」と、日々の定期預金、ATM出金金額等の流動性指標をモニタ

リングする「動態的管理」の二種類の管理手法を採り入れ、流動性リスク管理を万全なものとしています。これらの管理手法

においては、平常時・懸念時・危機時に分けた流動性リスク運営モードを設定、懸念時・危機時においては、「資金流動性リス

ク・コンティンジェンシープラン」に沿った対応を行い、流動性の十分な確保や風評リスクの制御等に向けてのアクションプラ

ンを明確化しています。

③流動性リスク管理体制

当行は、インターネット専業銀行という特性を踏まえ、風評リスクの管理にも特段の留意をしています。すなわちレピュ

テーショナルリスクの管理については、「レピュテーショナルリスク・コンティンジェンシープラン」に規定し、担当部署が

平時より風評・風説の存否を確認し、一定要件に該当した場合には、各部署が迅速に適切な対応をとれるように体制を整え

ています。

⑦レピュテーショナルリスク管理体制

情報セキュリティリスクに関する基本方針を「情報セキュリティリスク管理規程」に規定し、これを遵守しています。社内

にある情報を重要度に応じて区分し、区分レベルに合った管理を行うとともに、情報セキュリティリスクを統括する責任部

署としてセキュリティ管理室を設置し、また本部別にセキュリティ担当者をそれぞれ任命するとともに行員に対する定期的

な教育を実施しています。

⑤情報セキュリティリスク管理体制
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経営の健全性を高め、社会の信用・信頼を
より確保できるよう努めていきます

コンプライアンス体制

当行は、銀行の公共的使命を全うするためには、高度な倫理観をもって業務を遂行するとともに、経営の健全性を

高め、社会の信用・信頼を確保することが何よりも重要な課題であると認識をしています。このため法令、諸規則を

遵守することはもとより、社会的規範を遵守し、確固たる倫理観に基づいた公正な行動をとることを役職員に徹底し

ています。

具体的な取組としては、主として以下を行っています。

●取締役会において具体的な実践計画であるコンプライアンス・プログラムを承認し、定期的に進捗状況を確認、見直しを

行っています。

●全社的なコンプライアンスを統括する部署として、リスク管理担当役員の下にコンプライアンス推進部を設置し、社内各

部署にコンプライアンス担当者を配置しています。これらにより、日常業務におけるコンプライアンス意識の浸透を図る

とともに、モニタリングを実施しコンプライアンス推進部長に報告し、情報の共有を行う体制を構築しています。

●各種の業務案件については、コンプライアンス担当者及びコンプライアンス・オフィサーによるコンプライアンス・チェ

ック及び法務室によるリーガル・チェックを実施する体制を整備しています。また、案件会議、投資委員会及びリスク管

理委員会にはリスク管理担当役員又はコンプライアンス推進部長が出席し、業務案件の審議を行っています。

●倫理規程、コンプライアンス・ポリシー、コンプライアンス・マニュアル等を制定し、必要に応じて見直すとともに、役職

員研修を実施して教育・啓蒙に努めています。
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事業の概況（連結）

20,000
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0
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6,911
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△544△510

13,709
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△22,535

（百万円）� 経常収益� 経常損益�

経常収益は、法人のお客様向けのリアルタイム決済サービス、ゴールドラッシュプログラム等により、受取内国為替手数料が堅調

に推移し、証券口座入金サービス、公営競技への決済サービス等により口座振替手数料も堅調に推移しました。また、スポーツ振興

くじ「toto」のインターネット販売取扱高の増加、VISAデビット機能付きキャッシュカード（以下「イーバンクマネーカード」という。）の

発行等により、その他役務取引等収益が伸びたことを背景として、電子決済サービス業務関連収益が増加しました。しかし、投資信

託の銘柄増加による販売及び管理手数料収入増加により、金融商品販売手数料が増加しましたが、特約定期預金に係る金融派生商

品収益の不調等により金融サービス販売業務関連は減少しました。また、運用調達業務においても、運用資産ポートフォリオの積み

上げを行い資金運用収益は堅調に推移しましたが、市場環境の悪化による信託財産であるファンドオブファンズの運用成績の悪化

によりその他経常収益が減少し、運用調達業務関連収益は減少しました。結果として、経常収益は183億9百万円（前年度比

33.55％増）となりました。

一方、経常費用は、預金量の増加・調達金利上昇により資金調達費用が増加し、業容の拡大に伴い役務取引等費用が増加した他、

（注）1.当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

2.2003年度は、連結子会社が存在しなかったため連結財務諸表を作成しておりません。

3.連結純資産額及び連結総資産額の算定にあたり、2006年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号）を適用しております。

4.連結自己資本比率は、2006度末から、銀行法第14条の2の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出しております。当行は、国

内基準を採用しております。なお、2005年度以前は、銀行法第14条の2の規定に基づく平成5年大蔵省告示第55号に定められた算式に基づき算出しております。

5.2004年度の連結財務諸表については、証券取引法第193条の2の規定に基づき、中央青山監査法人の監査を受けております。2005年度及び2006年度の連結

財務諸表については、証券取引法第193条の2の規定に基づき、また、2007年度の連結財務諸表については、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、

新日本監査法人の監査を受けております。

（注）上記「口座数」は個人口座及びビジネス口座の口座開設承認数の累計ベース

で算出（解約件数を除く）

■主要な経営指標（連結）

■損益の状況

●業績の推移
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2,400
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0
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3月末�
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3月末�

2007年�
3月末�

2008年�
3月末�

696

1,011

1,473

2,019

2,660

（千口座）�

●口座数の推移（累計）

連結経常収益

連結経常利益（△は連結経常損失）

連結当期純利益（△は連結当期純損失）

連結純資産額

連結総資産額

連結自己資本比率（国内基準）

―

―

―

―

―

―

6,911

△510

△548

24,011

292,927

15.47%

10,632

900

1,034

30,362

367,395

20.20%

13,709

△544

△403

30,148

522,709

6.23%

18,309

△22,535

△23,403

16,336

810,156

11.64%

2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度

（単位：百万円）
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積極的なシステム投資等により、営業経費も増加しました。くわえて、当行の保有する外国債券等の減損・評価損等によりその他業

務費用が、株式等の減損やファンド等の運用成績の悪化による運用損や不動産価格の下落による貸倒引当金の増加等により、その

他経常費用が、それぞれ顕著に増加しました。これらの結果として、経常費用は408億45百万円（同比186.56％増）となりました。

その結果、経常損失は225億35百万円(前年度は5億44百万円の経常損失)となりました。特別損失は、新システム導入に伴う固

定資産処分損等により9億42百万円（同比509.30％増)となりました。その結果、税金等調整前当期純損失は234億77百万円

(前年度は4億57百万円の税金等調整前当期純損失)、当期純損失は234億3百万円(前年度は4億3百万円の当期純損失)となりま

した。

2007年度末における預金は、顧客口座数の順調な進捗及びキャンペーン金利施策を背景として、普通預金残高が1,986億57

百万円（前年度比30.69％増）、定期預金残高が5,256億42百万円（同比60.65％増）、外貨預金残高は外貨定期預金のリリース

等を背景として326億79百万円（同比1,054.02％増）となり、預金残高は7,589億72百万円（同比57.23％増）となりました。

また、2008年3月31日に社債（期限付劣後社債100億0百万円）を発行した結果、負債の部の合計額は7,938億20百万円（同比

61.16％増）となりました。資産の状況は、有価証券については、国債を中心とした投資を積極的に行った結果、6,684億76百万

円（同比113.34％増）、買入金銭債権については、310億52百万円（同比9.74％増）、金銭の信託については、信託財産であるフ

ァンドオブファンズの売却や不動産証券化商品の償還等により、357億50百万円（同比57.18％減）となりました。預け金につい

ては、流動性準備として必要な金額を留保した上で、効率的な運用を行うこととしたため、543億39百万円（同比32.33％減）とな

りました。以上の結果、資産の部合計は、8,101億56百万円（同比54.99％増）となりました。また、純資産の状況については、

2007年4月26日払込期日の第三者割当増資により資本金は384億14百万円（同比18.79％増）となりました。資本剰余金につ

いては、前述の第三者割当増資により増加した資本準備金60億75百万円を2007年6月26日に開催された当行株主総会の承認

を経て全額減少し、これにより増加したその他資本剰余金の一部を利益剰余金に振替え、繰越損失の一部填補を行ったため、

2007年度末の資本剰余金は54億37百万円となりました。利益剰余金については、当期純損失を計上したことに伴い、△234億

8百万円となりました。以上の結果、純資産の部合計については、163億36百万円（同比45.81％減）となりました。

2007年度におけるキャッシュ・フローについては、営業活動によるキャッシュ・フローは、預金が大きく増加したこと等により、

2,701億31百万円（前年度比93.34％増）の収入となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、国債を中心とする有価証券

の取得を行ったこと等により、3,167億5百万円（同比65.14％増）の支出となりました。財務活動によるキャッシュ・フローは、

2007年4月26日払込期日の第三者割当増資による募集株式の発行や2008年3月31日払込期日の期限付劣後社債の発行等に

より、226億3百万円（前年度は24百万円）の収入となりました。以上の結果、2007年度の現金及び現金同等物の減少額は239

億70百万円（前年度は520億39百万円の減少）となり、現金及び現金同等物の2007度末残高は543億42百万円（同比

30.60％減）となりました。

（注）1.上記預金残高は単体ベース

2.普通預金は「その他預金」「外貨預金」を含む

（注）上記「決済件数」は各年度の対外入金件数と、口座振替（イーバンク決済）件

数の合計を記載しております

■財政状態

■キャッシュ・フローの状況
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●預金残高の推移
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連結財務諸表
2006年度における当行グループの連結財務諸表（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロ

ー計算書）は証券取引法第193条の2の規定に基づき、また、2007年度の連結財務諸表は金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づ

き、新日本監査法人の監査証明を受けています。

また、当行グループの連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結

財務諸表規則」という。）に基づいて作成していますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」(昭和57年大蔵

省令第10号）に準拠しています。

ただし、2006年度は改正前の連結財務諸表規則及び銀行法施行規則に基づき作成し、2007年度は改正後の連結財務諸表規則及び銀行

法施行規則に基づき作成しています。

■連結貸借対照表

資産の部

現金預け金

買入金銭債権

金銭の信託

有価証券

外国為替

その他資産

有形固定資産

建物

その他の有形固定資産

無形固定資産

ソフトウェア

ソフトウェア仮勘定

その他の無形固定資産

繰延税金資産

貸倒引当金

資産の部合計

80,312

28,294

83,496

313,330

1,671

8,697

832

131

700

6,299

4,567

1,726

5

30

△255

522,709

54,342

31,052

35,750

668,476

1,791

13,775

914

125

788

5,967

5,666

295

4

30

△1,944

810,156

2006年度
（2007年3月31日現在）

2007年度
（2008年3月31日現在）

負債の部

預金

社債

その他負債

賞与引当金

ポイント引当金

特別法上の引当金

負債の部合計

純資産の部

資本金

資本剰余金

利益剰余金

自己株式

株主資本合計

その他有価証券評価差額金

評価・換算差額等合計

少数株主持分

純資産の部合計

負債及び純資産の部合計

482,697

―

9,740

123

―

―

492,561

32,335

―

△642

△113

31,579

△1,724

△1,724

293

30,148

522,709

758,972

10,000

24,614

132

100

0

793,820

38,414

5,437

△23,408

△113

20,329

△4,636

△4,636

643

16,336

810,156

2006年度
（2007年3月31日現在）

2007年度
（2008年3月31日現在）

（単位：百万円）
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■連結損益計算書

経常収益

資金運用収益

有価証券利息配当金

コールローン利息

預け金利息

その他の受入利息

役務取引等収益

その他業務収益

その他経常収益

経常費用

資金調達費用

預金利息

コールマネー利息

役務取引等費用

その他業務費用

営業経費

その他経常費用

貸倒引当金繰入額

その他の経常費用

経常利益（△は経常損失）

特別利益

貸倒引当金戻入益

関係会社株式売却益

特別損失

固定資産処分損

金融商品取引責任準備金繰入額

その他の特別損失

税金等調整前当期純利益（△は税金等調整前当期純損失）

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

少数株主損失

当期純利益（△は当期純損失）

13,709

3,963

2,961

142

40

819

6,286

1,715

1,744

14,253

2,092

2,092

―

1,748

237

9,224

950

―

950

△544

240

153

87

154

154

―

―

△457

12

△11

56

△403

18,309

7,173

5,938

207

73

954

8,219

863

2,052

40,845

4,644

4,644

0

3,262

13,031

14,274

5,631

1,689

3,942

△22,535

―

―

―

942

902

0

39

△23,477

10

0

85

△23,403

2006年度
（2006年4月1日～2007年3月31日）

2007年度
（2007年4月1日～2008年3月31日）

（単位：百万円）
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2006年3月31日残高

連結会計年度中の変動額

ストック・オプションの行使による増加高

当期純利益（△は当期純損失）

資本剰余金の欠損金填補（注）

持分法適用会社の減少に伴う剰余金増加高

自己株式の売却

株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計

2007年3月31日残高

32,310

24

24

32,335

11,232

△11,232

△11,232

―

△11,472

△403

11,232

1

10,830

△642

△115

2

2

△113

31,954

24

△403

―

1

2

△374

31,579

△1,591

△133

△133

△1,724

△1,591

△133

△133

△1,724

287

6

6

293

30,650

24

△403

―

1

2

△127

△501

30,148

■連結株主資本等変動計算書

株主資本 評価・換算差額等

資本金
資本
剰余金

利益
剰余金

自己株式
株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・
換算差額
等合計

少数株主
持分

純資産
合計

（単位：百万円）2006年度 (2006年4月1日～2007年3月31日)

（注）2006年6月の定時株主総会における損失処理項目であります。

2007年3月31日残高

連結会計年度中の変動額

第三者割当増資による増加高

ストック・オプションの行使による増加高

当期純利益（△は当期純損失）

資本剰余金の欠損金填補

株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計

2008年3月31日残高

32,335

6,075

3

6,078

38,414

―

6,075

△637

5,437

5,437

△642

△23,403

637

△22,766

△23,408

△113

―

△113

31,579

12,150

3

△23,403

―

△11,250

20,329

△1,724

△2,911

△2,911

△4,636

△1,724

△2,911

△2,911

△4,636

293

349

349

643

30,148

12,150

3

△23,403

―

△2,561

△13,812

16,336

株主資本 評価・換算差額等

資本金
資本
剰余金

利益
剰余金

自己株式
株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・
換算差額
等合計

少数株主
持分

純資産
合計

（単位：百万円）2007年度 (2007年4月1日～2008年3月31日)
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■連結キャッシュ・フロー計算書

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益(△は税金等調整前当期純損失）
減価償却費
のれん償却額
持分法による投資損益(△)
貸倒引当金の増加額又は減少額(△)
賞与引当金の増加額又は減少額(△)
ポイント引当金の増加額又は減少額(△)
資金運用収益
資金調達費用
有価証券関係損益(△)
金銭の信託の運用損益(△)
為替差損益(△)
固定資産処分損益(△)
預金の純増減(△)
預け金(現金同等物を除く)の純増(△)減
外国為替(資産)の純増(△)減
買入金銭債権の純増(△)減
資金運用による収入
資金調達による支出
その他

小　計
法人税等の還付額

営業活動によるキャッシュ・フロー
Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出
有価証券の売却による収入
有価証券の償還による収入
金銭の信託の増加による支出
金銭の信託の減少による収入
有形固定資産の取得による支出
無形固定資産の取得による支出
子会社株式の追加取得による支出
子会社株式の売却による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー
Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー

劣後特約付社債の発行による収入
株式の発行による収入
少数株主への株式の発行による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー
Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額
Ⅴ現金及び現金同等物の増加額又は減少額(△)
Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高
Ⅶ現金及び現金同等物の期末残高

△457
1,729

―
79

△153
41
―

△3,963
2,092

△1,863
539
―

154
152,354
△2,000
△1,671
△8,747
3,632

△1,907
△204

139,657
58

139,715

△271,171
55,962
35,106

△46,429
38,229
△520

△3,105
―

150
△191,779

―
24
―
24
―

△52,039
130,351
78,312

△23,477
2,312
15
119

1,689
9

100
△7,173
4,644
3,383
842
0

902
276,274
2,000
△120

△3,010
5,741

△2,351
8,075

269,977
154

270,131

△858,684
68,268
441,518
△15,235
51,082
△725

△2,900
△30
―

△316,705

10,000
12,153
450

22,603
△0

△23,970
78,312
54,342

2006年度
（2006年4月1日～2007年3月31日）

2007年度
（2007年4月1日～2008年3月31日）

（単位：百万円）
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　－2007年度－
1. 連結の範囲に関する事項

（1）連結子会社　3社

連結子会社の名称

イーバンクシステム株式会社

イートラスト信託株式会社

eBANK Capital Management (Cayman) Ltd.

なお、イートラスト信託株式会社は設立により、2007年度から連結の

範囲に含めております。

（2）非連結子会社　0社

2. 持分法の適用に関する事項

（1）持分法適用の非連結子会社 0社

（2）持分法適用の関連会社 1社

会社の名称：栄光債権回収株式会社

（3）持分法非適用の非連結子会社 0社

（4）持分法非適用の関連会社 0社

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております。

4. 会計処理基準に関する事項

（1）商品有価証券の評価基準及び評価方法

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により

算定）により行っております。なお、当連結会計年度は、残高はありま

せん。

（2）有価証券の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による

償却原価法（定額法）、その他有価証券のうち時価のあるものについて

は連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動

平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原

価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の

評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

②有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財

産として運用されている有価証券の評価は、時価法により行ってお

ります。

（3）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

（4）減価償却の方法

①当行及び連結子会社の有形固定資産は、定率法（ただし、建物（建物

附属設備を除く。）については定額法）を採用しております。また主な

耐用年数は次のとおりであります。

建物：8年～50年

動産：3年～20年

（会計方針の変更）

2007年度税制改正に伴い、2007年4月1日以後に取得した有形固定

資産については、改正後の法人税法に基づく償却方法により減価償却費

を計上しております。この変更により、経常損失及び税金等調整前当期

純損失は、従来の方法によった場合に比べ50百万円増加しております。

②無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用の

ソフトウェアについては、当行及び連結子会社で定める利用可能期

間（主として5年）に基づいて償却しております。

（5）貸倒引当金の計上基準

当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとお

り計上しております。

「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒

償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀

行等監査特別委員会報告第4号）に規定する正常先債権及び要注意先債

権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、合理的に算出

した予想損失率等に基づき引き当てております。破綻懸念先債権に相

当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証に

よる回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き

当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権につ

いては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能

見込額を控除した残額を引き当てております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産

査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査

しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。

連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を

勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き当てております。

（6）賞与引当金の計上基準

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対す

る賞与の支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上して

おります。

（7）ポイント引当金の計上基準

ポイントサービスの将来の利用による負担に備えるため、未利用の付

与済ポイントを金額に換算した残高のうち、将来利用される見込額を

合理的に見積もり、必要と認める額を計上しております。

（8）特別法上の引当金の計上基準

特別法上の引当金は、金融商品取引責任準備金0百万円であり、受託等

をした市場デリバティブ取引に関して生じた事故による損失の補填に充

てるため、金融商品取引法第48条の3第1項及び金融商品取引業等に

関する内閣府令第189条の規定に定めるところにより算出した額を計

上しております。

（9）外貨建資産・負債の換算基準

当行及び連結子会社の外貨建資産・負債は、連結決算日の為替相場に

よる円換算額を付しております。

（10）リース取引の処理方法

当行及び国内連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に準じた会計処理によっております。

（11）重要なヘッジ会計の方法

為替変動リスク・ヘッジ

①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段…為替予約

・ヘッジ対象…外貨建有価証券

③ヘッジ方針

外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引

を行っております。

④ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間においてヘッジ対象と

ヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にし

て判断しております。

（12）消費税等の会計処理

当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜

方式によっております。

5. 連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用して

おります。

6. のれん及び負ののれんの償却については、20年以内の合理的な見積年数に

基づく定額法により償却をし、重要性の乏しいものについては、発生年度

に一括償却を行っております。

7. 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照表上の

「現金預け金」であります。

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 －2007年度－
（金融商品に関する会計基準）
「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）及び「金融商品会計に関す

る実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第14号）等における有価

証券の範囲に関する規定が一部改正され（平成19年6月15日付及び同7月4日

付）、金融商品取引法の施行日以後に終了する事業年度から適用されることにな

ったことに伴い、2007年度から改正会計基準及び実務指針を適用しております。

注記事項　－2007年度－
（連結貸借対照表関係）
1. 有価証券には、関連会社の株式0百万円を含んでおります。

2. 為替決済、デリバティブ取引等の取引の担保として、有価証券30,626百万

円及び金銭の信託中の有価証券99百万円、信用状発行の担保として、有価

証券2,004百万円を差し入れております。

また、その他資産のうち先物取引差入証拠金は3,082百万円及び保証金は

328百万円であります。

3. 有形固定資産の減価償却累計額　1,024百万円

4. 社債は、全額劣後特約付社債であります。
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（連結損益計算書関係）
1. その他経常収益は金銭の信託運用益1,585百万円を含んでおります。

2. その他の経常費用には、株式等売却損117百万円、株式等償却1,192百万

円、金銭の信託運用損2,427百万円、持分法投資損失119百万円を含んで

おります。

3. その他の特別損失には、商標特許仮払金の費用処理額32百万円を含んでお

ります。

4. 営業経費には、研究開発費12百万円を含んでおります。

（連結株主資本等変動計算書関係）
1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）2007年度中に増加した発行済株式数は、第三者割当による

67,500株及び新株予約権の行使による50株の新株の発行による

ものであります。

2. 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

（注）当行は未公開企業であり付与時の「単位当たりの本源的価値」は0で

あるため、2007年度末残高はありません。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）
現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係

（リース取引関係）
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引

・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相

当額及び年度末残高相当額

・未経過リース料年度末残高相当額

1年内 43百万円

1年超 86百万円

合計 129百万円

・リース資産減損勘定年度末残高

―百万円

・支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利

息相当額及び減損損失

支払リース料 50百万円

リース資産減損勘定取崩額 ―百万円

減価償却費相当額 48百万円

支払利息相当額 2百万円

減損損失 ―百万円

・減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

・利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース物件の取得価額相当額

との差額を利息相当額とし、各連結会計年度への配分方法については、利

息法によっております。

（有価証券関係）
※1.連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中の信託受益権を含

めて記載しております。

※2.「子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの」については、財務諸表に

おける注記事項として記載しております。

1. 売買目的有価証券

該当事項はありません。

2. 満期保有目的の債券で時価のあるもの

該当事項はありません。

3. その他有価証券で時価のあるもの

（注）1.連結貸借対照表計上額は、2007年度末日における市場価格等に

基づく時価により計上したものであります。

2.「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

3.その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が

取得原価に比べて50％程度以上下落した場合には、合理的な反

証がない限り、回復する見込みのないほど著しい下落があったも

のとみなし、当該時価をもって連結貸借対照表価額とするととも

に、評価差額を2007年度の損失として処理(以下「減損処理」と

いいます。)しております。さらに、たとえ50％程度を下回る下

落率があっても、下落率が30％以上の場合には時価の回復可能

性の判定を実施し、必要な減損処理を行っております。

2007年度における減損処理額は2,598百万円であります。

4.評価差額のうち組込デリバティブを一体処理したことにより、損

益に反映させた額は△9,946百万円であります。

4. 2007年度中に売却したその他有価証券

株式

債券

国債

地方債

短期社債

社債

その他

合計

23

610,775

579,369

―

―

31,405

71,671

682,470

取得原価

（単位：百万円）

連結貸借対照表

計上額
評価差額 うち益 うち損

23

608,337

577,180

―

―

31,156

59,563

667,924

―

△2,437

△2,188

―

―

△248

△12,108

△14,546

―

964

893

―

―

70

357

1,321

―

3,401

3,082

―

―

319

12,466

15,868

その他有価証券

(単位：百万円)

売却額

67,320

売却益の合計額

282

売却損の合計額

536

発行済株式

普通株式

合計

自己株式

普通株式

合計

596,376

596,376

1,057

1,057

2006年度末

株式数

67,550

67,550

―

―

2007年度

増加株式数

―

―

―

―

2007年度

減少株式数

663,926

663,926

1,057

1,057

2007年度末

株式数

（単位：株）

現金預け金勘定

現金及び現金同等物

54,342

54,342

2008年3月31日現在 （単位：百万円）

取得価額相当額

動産

その他

合計

減価償却累計額相当額

動産

その他

合計

減損損失累計額相当額

動産

その他

合計

年度末残高相当額

動産

その他

合計

190百万円

18百万円

208百万円

74百万円

5百万円

80百万円

―百万円

―百万円

―百万円

115百万円

12百万円

127百万円

区分
新株予約

権の内訳

新株予約権の

目的となる

株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）

2006

年度末

2007

年度末

2007

年度末残高

（百万円）

2007年度

増加 減少

ストック・

オプション

としての新

株予約権

当行

合計

― ―

― ―
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5. 時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額

6. 保有目的を変更した有価証券

該当事項はありません。

7. その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額

（注）住宅金融公庫債券(貸付債権担保S種及び貸付債権担保)は償還金額が

確定できないため、10年超に表示しております。

（金銭の信託関係）
1. 運用目的の金銭の信託

2. 満期保有目的の金銭の信託

該当事項はありません。

3. その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）

該当事項はありません。

（その他有価証券評価差額金）
○その他有価証券評価差額金

連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、

次のとおりであります。

（注）1.評価差額からは組込デリバティブを一体処理したことにより、損

益に反映させた額△9,946百万円を除いております。

2.時価のない外貨建その他有価証券に係わる為替換算差額△13百

万円については、「評価差額」の内訳「その他有価証券」に含めて記

載しております。

（デリバティブ取引関係）
当行が行っているデリバティブ取引の状況については、P46をご参照下さい。

（退職給付関係）
1. 採用している退職給付制度の概要

当行は、退職金制度として2007年4月より確定拠出年金制度を採用してお

ります。

2. 退職給付債務に関する事項

該当事項はありません。

3. 退職給付費用に関する事項

4. 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）
1. ストック・オプションにかかる2007年度における費用計上額及び科目名

該当事項はありません。

2. ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

①ストック・オプションの内容

その他有価証券

非上場株式

非上場外国証券

事業債

みなし有価証券

信託受益権（買入金銭債権）

(単位：百万円)

111

66

24,976

541

5,910

勤務費用（確定拠出年金への掛金拠出額）

退職給付費用

(単位：百万円)

15

15

評価差額

その他有価証券

その他の金銭の信託

（＋）繰延税金資産（又は（△）繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前）

（△）少数株主持分相当額

（＋）持分法適用会社が所有するその他有価証券に係る

評価差額金のうち親会社持分相当額

その他有価証券評価差額金

(単位：百万円)

△4,636

△4,636

―

―

△4,636

―

―

△4,636

債券

国債

地方債

短期社債

社債

その他

合計

195,543

177,765

―

―

17,777

1,424

196,967

1年以内

(単位：百万円)

1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

213,117

203,103

―

―

10,013

18,274

231,391

72,388

65,034

―

―

7,353

19,333

91,721

152,264

131,276

―

―

20,988

19,521

171,786

運用目的の金銭の信託 35,750

連結貸借対照表計上額

△6,332

当連結会計年度の損益

に含まれた評価差額

（単位：百万円）

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

平成12年9月26日株主総会決議

取締役3名、従業員20名

普通株式　3,660株

平成12年10月13日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※（1）～（8）

の通りであります。

付与日から当行と対象者との間で締結する「新株

予約権割当契約書」の権利行使条件※（2）～（5）

を満たす期間となっております。

自　平成14年10月13日　至　平成22年9月26日

（ただし権利行使条件※（1）を満たした場合）

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

平成13年2月22日株主総会決議

取締役2名、従業員9名

普通株式　1,750株

平成13年3月13日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※（1）～（8）の

通りであります。

付与日から当行と対象者との間で締結する「新株

予約権割当契約書」の権利行使条件※（2）～（5）

を満たす期間となっております。

自　平成15年3月13日 至　平成23年2月22日

（ただし権利行使条件※（1）を満たした場合）

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

平成13年6月18日株主総会決議①

取締役5名

普通株式　4,300株

平成13年8月20日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※（2）～（4）

の通りであります。

対象勤務期間の定めはありません。

自　平成13年8月20日　至　平成23年6月18日
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付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

平成14年6月20日株主総会決議②

従業員71名

普通株式　4,000株

平成14年9月30日、平成15年1月6日、

平成15年3月31日及び平成15年6月18日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使条

件の中に権利確定条件とみなされる条件が含まれ

ております。権利行使条件は※（1）～（8）の通りで

あります。

付与日から当行と対象者との間で締結する「新株

予約権割当契約書」の権利行使条件※（2）～（5）を

満たす期間となっております。

自 平成16年9月30日 至　平成24年6月20日、

自 平成17年1月6日 至　平成24年6月20日、

自 平成17年3月31日 至　平成24年6月20日及び

自 平成17年6月18日 至　平成24年6月20日

（ただし権利行使条件※（1）を満たした場合）

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

平成13年6月18日株主総会決議②

従業員23名

普通株式　2,530株

平成13年8月20日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※（1）～（8）

の通りであります。

付与日から当行と対象者との間で締結する「新株

予約権割当契約書」の権利行使条件※（2）～（5）

を満たす期間となっております。

自　平成15年8月20日　至　平成23年6月18日

（ただし権利行使条件※（1）を満たした場合）

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

平成13年9月10日株主総会決議

従業員9名

普通株式　230株

平成13年9月26日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※（1）～（8）

の通りであります。

付与日から当行と対象者との間で締結する「新株

予約権割当契約書」の権利行使条件※（2）～（5）

を満たす期間となっております。

自　平成15年9月26日　至　平成23年9月10日

（ただし権利行使条件※（1）を満たした場合）

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

平成14年6月20日株主総会決議①

取締役4名、従業員5名

普通株式　3,400株

平成14年10月31日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※（2）～（4）

の通りであります。

対象勤務期間の定めはありません。

自　平成14年10月31日　至　平成24年6月20日

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

平成14年6月20日株主総会決議③

取締役1名、アドバイザリー・コミッティーメン

バー6名、コンサルタント1名

普通株式　2,600株

平成15年5月30日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※（2）～（4）

の通りであります。

対象勤務期間の定めはありません。

自　平成15年5月30日　至　平成24年6月20日

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

平成14年6月20日株主総会決議④

取締役4名、従業員5名

普通株式　2,000株

平成15年6月18日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※（2）～（4）

の通りであります。

対象勤務期間の定めはありません。

自　平成15年6月18日　至　平成24年6月20日

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

平成15年6月19日株主総会決議①

取締役5名、従業員2名

普通株式　8,000株

平成16年3月31日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※（2）～（4）

の通りであります。

対象勤務期間の定めはありません。

自　平成16年3月31日　至　平成25年6月19日

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

平成15年6月19日株主総会決議②

従業員94名

普通株式　3,940株

平成15年11月28日、平成16年2月29日及び

平成16年6月18日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※（1）～（8）

の通りであります。

付与日から当行と対象者との間で締結する「新株

予約権割当契約書」の権利行使条件※（2）～（5）

を満たす期間となっております。

自　平成17年11月28日　至　平成25年6月19日、

自　平成18年2月29日 至　平成25年6月19日及び

自　平成18年6月18日 至　平成25年6月19日

（ただし権利行使条件※（1）を満たした場合）
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付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

平成16年6月24日株主総会決議①

取締役1名

普通株式　150株

平成16年11月30日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※（2）～（4）

の通りであります。

対象勤務期間の定めはありません。

自　平成16年11月30日　至　平成26年6月24日

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

平成16年6月24日株主総会決議②

コンサルタント3名

普通株式　330株

平成17年1月31日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※（2）～（4）

の通りであります。

対象勤務期間の定めはありません。

自　平成17年1月31日　至　平成26年6月24日

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

平成16年6月24日株主総会決議③

取締役9名、コンサルタント2名

普通株式　7,420株

平成17年2月10日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※（2）～（4）

の通りであります。

対象勤務期間の定めはありません。

自　平成17年2月10日　至　平成26年6月24日

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

平成16年6月24日株主総会決議④

コンサルタント1名

普通株式　100株

平成17年3月31日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※（2）～（4）

の通りであります。

対象勤務期間の定めはありません。

自　平成17年3月31日　至　平成26年6月24日

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

平成16年6月24日株主総会決議⑥

従業員6名

普通株式　2,050株

平成17年2月10日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※（1）～（8）

の通りであります。

付与日から当行と対象者との間で締結する「新株

予約権割当契約書」の権利行使条件※（2）～（5）

を満たす期間となっております。

自　平成19年2月10日　至　平成26年6月24日

（ただし権利行使条件※（1）を満たした場合）

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

平成16年6月24日株主総会決議⑦

従業員59名

普通株式　1,240株

平成17年3月31日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※（1）～（8）

の通りであります。

付与日から当行と対象者との間で締結する「新株

予約権割当契約書」の権利行使条件※（2）～（5）

を満たす期間となっております。

自　平成19年3月31日　至　平成26年6月24日

（ただし権利行使条件※（1）を満たした場合）

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

平成17年6月29日株主総会決議①

取締役13名、従業員54名、コンサルタント3名

普通株式　8,460株

平成17年8月15日及び平成17年11月15日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※（1）～（8）

の通りであります。

付与日から当行と対象者との間で締結する「新株

予約権割当契約書」の権利行使条件※（2）～（5）

を満たす期間となっております。

自　平成19年8月15日 至　平成27年6月29日及び

自　平成19年11月15日　至　平成27年6月29日

（ただし権利行使条件※（1）を満たした場合）

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

平成16年6月24日株主総会決議⑤

従業員28名

普通株式　710株

平成16年10月20日、平成16年11月30日及び

平成17年1月31日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使条

件の中に権利確定条件とみなされる条件が含まれ

ております。権利行使条件は※（1）～（8）の通りで

あります。

付与日から当行と対象者との間で締結する「新株

予約権割当契約書」の権利行使条件※（2）～（5）を

満たす期間となっております。

自 平成18年10月20日 至　平成26年6月24日、

自 平成18年11月30日 至　平成26年6月24日及び

自 平成19年1月31日 至　平成26年6月24日

（ただし権利行使条件※（1）を満たした場合）
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付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

平成18年3月6日株主総会決議②

監査役2名、従業員13名

普通株式　500株

平成18年3月31日、平成18年7月5日及び

平成19年3月5日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※（1）～（8）

の通りであります。

付与日から当行と対象者との間で締結する「新株

予約権割当契約書」の権利行使条件※（2）～（5）

を満たす期間となっております。

自　平成20年3月31日　至　平成28年3月6日、

自　平成20年7月5日 至　平成28年3月6日及び

自　平成21年3月5日 至　平成28年3月6日

（ただし権利行使条件※（1）を満たした場合）

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

平成18年6月9日株主総会決議①

取締役9名、監査役2名、従業員163名

普通株式　5,920株

平成19年3月5日及び平成19年3月30日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※（1）～（8）

の通りであります。

付与日から当行と対象者との間で締結する「新株

予約権割当契約書」の権利行使条件※（2）～（5）

を満たす期間となっております。

自　平成21年3月5日 至　平成28年6月9日及び

自　平成21年3月30日　至　平成28年6月9日

（ただし権利行使条件※（1）を満たした場合）

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

平成17年6月29日株主総会決議②

取締役1名

普通株式　2,000株

平成17年11月15日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※（2）～（4）

の通りであります。

対象勤務期間の定めはありません。

自　平成17年11月15日　至　平成27年6月29日

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

平成18年6月9日株主総会決議②

取締役8名、従業員2名

普通株式　2,000株

平成19年3月30日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※（2）～（4）

の通りであります。

対象勤務期間の定めはありません。

自　平成19年3月30日　至　平成28年6月9日

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

平成18年3月6日株主総会決議①

取締役1名、監査役2名、従業員1名

普通株式　500株

平成18年3月31日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※（2）～（4）

の通りであります。

対象勤務期間の定めはありません。

自　平成18年3月31日　至平成28年3月6日

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

平成17年6月29日株主総会決議③

従業員31名

普通株式　1,040株

平成18年3月31日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※（1）～（8）

の通りであります。

付与日から当行と対象者との間で締結する「新株

予約権割当契約書」の権利行使条件※（2）～（5）

を満たす期間となっております。

自　平成20年3月31日　至　平成27年6月29日

（ただし権利行使条件※（1）を満たした場合）

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

平成17年6月29日株主総会決議④

従業員1名

普通株式　500株

平成18年5月1日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※（1）～（8）

の通りであります。

付与日から当行と対象者との間で締結する「新株

予約権割当契約書」の権利行使条件※（2）～（5）

を満たす期間となっております。

自　平成20年5月1日　至　平成27年6月29日

（ただし権利行使条件※（1）を満たした場合）

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

平成18年6月9日株主総会決議③

従業員4名

普通株式　80株

平成19年4月27日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※（1）～（8）

の通りであります。

付与日から当行と対象者との間で締結する「新株

予約権割当契約書」の権利行使条件※（2）～（5）

を満たす期間となっております。

自　平成21年4月27日　至　平成28年6月9日

（ただし権利行使条件※（1）を満たした場合）

（注）株式数に換算して記載しております。
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※「新株予約権割当契約書」の権利行使条件

（1）行使請求期間にかかわらず、新株予約権者は、当行の株式が日本国内の

証券取引所（本邦以外の地域において設立されている同じ性質を有す

るものを含む。）に上場（以下「上場」といいます。）され、上場の日後1ヶ

月を経過するまでは、新株予約権を一切行使することができないもの

とします。ただし、新株予約権者は、上場の前に、当行が実質的に全て

の営業を譲渡する場合、当行を解散会社とする合併が行われる場合、

又は当行が第三者の完全子会社となる株式交換若しくは株式移転が行

われる場合には、当行の取締役会が定める一定の期間、新株予約権を

行使できます。

（2）新株予約権の発行時において当行の取締役、監査役又は従業員であっ

た新株予約権者は、新株予約権の行使時において当行、当行子会社若

しくは当行関連会社の取締役、監査役、従業員、相談役又は顧問である

ことを要します。

ただし、新株予約権者が、新株予約権の行使時において当行の取締役、

監査役、従業員、相談役又は顧問でない場合であっても、当行の取締役

若しくは監査役を任期満了若しくは法令変更に伴い退任した場合、当

行就業規則に規定する当行都合退職した場合、又は新株予約権を行使

できることについて当行取締役会の承認を得た場合にはこの限りでは

ありません。

（3）新株予約権の発行時において当行子会社若しくは当行関連会社の取締

役、監査役又は従業員であった対象者は、新株予約権の行使時おいて

当行、当行子会社若しくは当行関連会社の取締役、監査役、従業員、相

談役又は顧問であることを要します。

ただし、対象者が、新株予約権の行使時において当行、当行子会社若し

くは当行関連会社の取締役、監査役、従業員、相談役又は顧問でない場

合であっても、新株予約権を行使できることについて当行取締役会の

承認を得た場合にはこの限りではありません。

（4）新株予約権の発行時において当行のアドバイザリー・コミッティーメン

バー又は当行コンサルタントであった対象者は、新株予約権の行使時

において当行のアドバイザリー・コミッティーメンバー、又は当行コン

サルタントであることを要します。

ただし、対象者が、新株予約権の行使時において当行のアドバイザリ

ー・コミッティーメンバー又は当行コンサルタントでない場合であって

も、新株予約権を行使することについて当行取締役会の承認を得た場

合にはこの限りではありません。

（5）新株予約権者は、以下の区分にしたがって、割当を受けた新株予約権の

全部又は一部を行使することができます（ただし、かかる行使により発

行される株式数は1株の整数倍でなければなりません。）。

①新株予約権発行の日の2年後の応当日以降、割当を受けた新株予約

権の目的となる株式数のうち、その4分の1までについて権利を行使

することができます。

②新株予約権発行の日の3年後の応当日以降、割当を受けた新株予約

権の目的となる株式数のうち、その2分の1までについて権利を行使

することができます。

③新株予約権発行の日の4年後の応当日以降、割当を受けた新株予約

権の目的となる株式数のうち、その4分の3までについて権利を行使

することができます。

④新株予約権発行の日の5年後の応当日以降、割当を受けた新株予約

権の目的となる株式数のすべてについて権利を行使することができ

ます。

（6）新株予約権者は、一度の手続において新株予約権の全部又は一部を行

使することができます。ただし、1個の新株予約権の一部につき行使す

ることはできません。

（7）新株予約権者は、新株予約権の行使によって発行される株式の発行価

額の合計額が年間（1月1日から12月31日まで）金1,200万円を超え

ないように、割当を受けた新株予約権を行使しなければなりません。

（8）新株予約権者が死亡した場合は、その死亡の日から2年以内に限り、相

続人中、新株予約権を継承する者が新株予約権を行使することができ

るものとします。

（9）「権利行使期間」は、上記「権利行使条件」を考慮した実質の権利行使

期間を記載しております。

（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

①ストック・オプションの数

権利確定前（株）

前連結会計年度末

付与

失効

権利確定

未確定残

権利確定後（株）

前連結会計年度末

権利確定

権利行使

失効

未行使残

平成12年9月26日

株主総会決議

2,410

―

―

―

2,410

―

―

―

―

―

平成13年2月22日

株主総会決議

1,280

―

―

―

1,280

―

―

―

―

―

平成13年6月18日

株主総会決議①

―

―

―

―

―

3,875

―

―

―

3,875

平成13年6月18日

株主総会決議②

830

―

―

―

830

―

―

―

―

―

権利確定前（株）

前連結会計年度末

付与

失効

権利確定

未確定残

権利確定後（株）

前連結会計年度末

権利確定

権利行使

失効

未行使残

平成16年6月24日

株主総会決議②

―

―

―

―

―

330

―

―

―

330

平成16年6月24日

株主総会決議③

―

―

―

―

―

7,420

―

―

―

7,420

平成16年6月24日

株主総会決議④

―

―

―

―

―

100

―

―

―

100

平成16年6月24日

株主総会決議⑤

630

―

10

―

620

―

―

―

―

―

権利確定前（株）

前連結会計年度末

付与

失効

権利確定

未確定残

権利確定後（株）

前連結会計年度末

権利確定

権利行使

失効

未行使残

平成13年9月10日

株主総会決議

10

―

10

―

―

―

―

―

―

―

平成14年6月20日

株主総会決議①

―

―

―

―

―

3,030

―

―

―

3,030

平成14年6月20日

株主総会決議②

1,570

―

―

―

1,570

―

―

―

―

―

平成14年6月20日

株主総会決議③

―

―

―

―

―

2,600

―

―

―

2,600

権利確定前（株）

前連結会計年度末

付与

失効

権利確定

未確定残

権利確定後（株）

前連結会計年度末

権利確定

権利行使

失効

未行使残

平成14年6月20日

株主総会決議④

―

―

―

―

―

2,000

―

―

―

2,000

平成15年6月19日

株主総会決議①

―

―

―

―

―

7,720

―

50

―

7,670

平成15年6月19日

株主総会決議②

3,010

―

90

―

2,920

―

―

―

―

―

平成16年6月24日

株主総会決議①

―

―

―

―

―

150

―

―

―

150
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②単価情報

権利確定前（株）

前連結会計年度末

付与

失効

権利確定

未確定残

権利確定後（株）

前連結会計年度末

権利確定

権利行使

失効

未行使残

平成16年6月24日

株主総会決議⑥

1,600

―

―

―

1,600

―

―

―

―

―

平成16年6月24日

株主総会決議⑦

1,080

―

30

―

1,050

―

―

―

―

―

平成17年6月29日

株主総会決議①

8,000

―

30

―

7,970

―

―

―

―

―

平成17年6月29日

株主総会決議②

―

―

―

―

―

2,000

―

―

―

2,000

権利確定前（株）

前連結会計年度末

付与

失効

権利確定

未確定残

権利確定後（株）

前連結会計年度末

権利確定

権利行使

失効

未行使残

平成17年6月29日

株主総会決議③

680

―

50

―

630

―

―

―

―

―

平成17年6月29日

株主総会決議④

500

―

―

―

500

―

―

―

―

―

平成18年3月6日

株主総会決議①

―

―

―

―

―

450

―

―

―

450

平成18年3月6日

株主総会決議②

500

―

40

―

460

―

―

―

―

―

権利確定前（株）

前連結会計年度末

付与

失効

権利確定

未確定残

権利確定後（株）

前連結会計年度末

権利確定

権利行使

失効

未行使残

平成18年6月9日

株主総会決議①

5,920

―

65

―

5,855

―

―

―

―

―

平成18年6月9日

株主総会決議②

―

―

―

―

―

2,000

―

―

―

2,000

平成18年6月9日

株主総会決議③

―

80

―

―

80

―

―

―

―

―

権利行使価格（円）

行使時平均株価（円）

平成12年9月26日

株主総会決議

60,000

―

平成13年2月22日

株主総会決議

65,000

―

平成13年6月18日

株主総会決議①

71,500

―

平成13年6月18日

株主総会決議②

65,000

―

権利行使価格（円）

行使時平均株価（円）

平成13年9月10日

株主総会決議

65,000

―

平成14年6月20日

株主総会決議①

82,500

―

平成14年6月20日

株主総会決議②

75,000

―

平成14年6月20日

株主総会決議③

82,500

―

権利行使価格（円）

行使時平均株価（円）

平成14年6月20日

株主総会決議④

82,500

―

平成15年6月19日

株主総会決議①

75,000

―

平成15年6月19日

株主総会決議②

75,000

―

平成16年6月24日

株主総会決議①

88,000

―

権利行使価格（円）

行使時平均株価（円）

平成16年6月24日

株主総会決議②

88,000

―

平成16年6月24日

株主総会決議③

100,000

―

平成16年6月24日

株主総会決議④

140,000

―

平成16年6月24日

株主総会決議⑤

88,000

―

権利行使価格（円）

行使時平均株価（円）

平成16年6月24日

株主総会決議⑥

100,000

―

平成16年6月24日

株主総会決議⑦

140,000

―

平成17年6月29日

株主総会決議①

150,000

―

平成17年6月29日

株主総会決議②

150,000

―

権利行使価格（円）

行使時平均株価（円）

付与日における公正な評価単価（円）

平成17年6月29日

株主総会決議④

200,000

―

―

平成18年3月6日

株主総会決議②

200,000

―

―

平成18年6月9日

株主総会決議①

200,000

―

―

権利行使価格（円）

行使時平均株価（円）

付与日における公正な評価単価（円）

平成18年6月9日

株主総会決議②

200,000

―

―

平成18年6月9日

株主総会決議③

180,000

―

―

権利行使価格（円）

行使時平均株価（円）

平成17年6月29日

株主総会決議③

200,000

―

平成18年3月6日

株主総会決議①

200,000

―

平成18年3月6日

株主総会決議②

200,000

―

3. ストック・オプションの公正な評価単位の見積方法

当連結会計年度において付与されたストック・オプションの単価は、未公開

企業であるため単位当たりの本源的価値を見積もる方法により算定してお

ります。

なお、本源的価値を算出するための基礎となった、算定時点における自社

の株式の評価額は、割引キャッシュ・フロー法によっております。

4. ストック・オプションの単位当たり本源的価値により算定を行う場合の当

連結会計年度末における本源的価値の合計額及び権利行使されたストック

・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額

①当連結会計年度末における本源的価値の合計額 ―百万円

②当連結会計年度において権利行使された本源的価値の合計額 ―百万円

5. ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失

効数のみ反映させる方法を採用しております。

（注）上記3.4については、「ストック・オプション等に関する会計基準」（企

業会計基準第8号平成17年12月27日）に基づき会社法施行日以後に

付与されたストック・オプションについて記載の対象としております。

（税効果会計関係）
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：百万円）

繰延税金資産

税務上の繰越欠損金 11,133

貸倒引当金 791

減価償却超過額 703

税務上の繰延資産の減価償却超過額 106

未払事業税 18

賞与引当金 53

前受収益 126

株式等償却 1,366

その他有価証券評価差額金 1,886

連結会社間内部利益消去 9

その他 122

繰延税金資産小計 16,319

評価性引当額 △16,289

繰延税金資産合計 30

2. 連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主な項目

別の内訳

税金等調整前当期純損失が計上されているため、記載しておりません。
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〈1.事業の種類別セグメント情報〉

・2006年度（自　2006年4月1日　至　2007年3月31日）

連結会社は銀行業以外に一部で証券業及びソフトウェア受託開発業の事業を営んでおりますが、それらの事業の全

セグメントに占める割合が僅少であるため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。

・2007年度（自　2007年4月1日　至　2008年3月31日）

連結会社は銀行業以外に一部で登録金融機関業務及びソフトウェア受託開発業の事業を営んでおりますが、それら

の事業の全セグメントに占める割合が僅少であるため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。

〈2.所在地別セグメント情報〉

・2006年度（自　2006年4月1日　至　2007年3月31日）

全セグメントの経常収益の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の割合が90％を超えているた

め、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

・2007年度（自　2007年4月1日　至　2008年3月31日）

全セグメントの経常収益の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の割合が90％を超えているた

め、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

〈3.海外経常収益〉

・2006年度（自　2006年4月1日　至　2007年3月31日）

海外経常収益が連結経常収益の10％未満のため、海外経常収益の記載を省略しております。

・2007年度（自　2007年4月1日　至　2008年3月31日）

海外経常収益が連結経常収益の10％未満のため、海外経常収益の記載を省略しております。

〈4.関連当事者との取引〉

Ⅰ 2006年度（自　2006年4月1日　至　2007年3月31日）

関連当事者との取引について記載すべき重要なものはありません。

Ⅱ 2007年度（自　2007年4月1日　至　2008年3月31日）

関連当事者との取引について記載すべき重要なものはありません。

■セグメント情報
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■銀行法に基づくリスク管理債権

（リスク管理債権、資産査定）

破綻先債権額

延滞債権額

3ケ月以上延滞債権額

貸出条件緩和債権額

合計

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

（単位：百万円）

2006年度 2007年度

■金融再生法に基づく資産査定

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

危険債権

要管理債権

正常債権

合計

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

（単位：百万円）

（注）上記は、金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づくものであります。
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事業の概況（単体）

■損益の状況
経常収益は、各種サービスへの取組等により、電子決済サービス業務関連収益が増加しました。一方、投資信託の銘

柄増加による販売及び管理手数料収入増加により、金融商品販売手数料が増加したものの、特約定期預金に係る金融

派生商品収益の不調等により金融サービス販売業務関連は減少しました。また、運用調達業務関連収益は減少しまし

た。結果として、経常収益は181億20百万円（前年度比33.33％増）となりました。

一方、経常費用は、18～19ページに掲載した理由等により、407億1百万円（同比191.59％増）となり、その結果、経

常損失は225億80百万円（前年度は3億68百万円の経常損失）となりました。特別損失は、10億4百万円（前年度は特別

利益2億90百万円、特別損失1億56百万円）となりました。その結果、税引前当期純損失は235億85百万円（前年度は2

億34百万円の税引前当期純損失）、当期純損失は235億91百万円（前年度は2億36百万円の当期純損失）となりました。

■財政状態
2007年度末における預金残高は7,601億98百万円（前年度比57.34％増）となりました。また、2008年3月31日

に社債（期限付劣後社債100億0百円）を発行した結果、負債の部の合計額は7,951億15百万円（同比61.28％増）とな

りました。

資産の状況は、有価証券については6,692億17百万円（同比113.34％増）、買入金銭債権については310億52百万

円（同比9.74％増）、金銭の信託については、357億50百万円（同比57.18％減）となりました。預け金については、流動

性準備として必要な金額を留保した上で、効率的な運用を行うこととしたため、541億55百万円（同比32.45％減）となり

ました。以上の結果、資産の部合計は、8,107億38百万円（同比55.03％増）となりました。また、純資産の部合計につい

ては、156億23百万円（同比47.87％減）となりました。

■主要な経営指標

（注）1.消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

2.貸出金は、貸付債権の購入によるものです。

3.純資産額及び総資産額の算定にあたり、2006年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号）を適用しております。

4.単体自己資本比率は、2006年度から、銀行法第14条の2の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出しております。当行は、国

内基準を採用しております。

なお、2005年度以前は、銀行法第14条の2の規定に基づく平成5年大蔵省告示第55号に定められた算式に基づき算出しております。

5.2003年度の財務諸表については、未監査の数値に基づき記載しております。2004年度の財務諸表については、証券取引法第193条の2の規定に基づき、中央青

山監査法人の監査を受けております。また、2005年度及び2006年度の財務諸表については、証券取引法第193条の2の規定に基づき、また、2007年度の財務

諸表については、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき新日本監査法人の監査を受けております。

経常収益
経常利益（△は経常損失）
当期純利益（△は当期純損失）
資本金
発行済株式の総数 普通株式

A種優先株式
純資産額
総資産額
預金残高
貸出金残高
有価証券残高
単体自己資本比率（国内基準）
配当性向
従業員数（期末時点）

2,865
△2,599
△2,958
21,064
423千株
1千株
9,638

169,453
158,013

－
10,017
12.64%

－
70人

6,911
△424
△461
28,550
555千株
1千株

24,160
293,130
264,489

600
14,897
15.54%

－
91人

10,551
954
786

32,310
596千株

－
30,318
367,650
331,020

－
128,931
19.94%

－
131人

13,590
△368
△236
32,335
596千株

－
29,972
522,948
483,130

－
313,680
6.15%

－
175人

18,120
△22,580
△23,591
38,414
663千株

―
15,623
810,738
760,198

―
669,217
10.91%

―
195人

2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度

（単位：百万円）
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財務諸表
2006年度における当行の財務諸表（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書）は証券取引法第193条の2の規定に基づき、また、

2007年度の財務諸表は金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、新日本監査法人の監査証明を受けています。

また、当行の財務諸表は、「財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「財務諸表規則」という。）

に基づいて作成していますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）に準拠し

ています。

ただし、2006年度は改正前の財務諸表規則及び銀行法施行規則に基づき作成し、2007年度は改正後の財務諸表規則及び銀行法施行規

則に基づき作成しています。

■貸借対照表

資産の部
現金預け金
現金
預け金

買入金銭債権
金銭の信託
有価証券
国債
社債
株式
その他の証券

外国為替
外国他店預け

その他資産
未決済為替貸
前払費用
未収収益
先物取引差入証拠金
金融派生商品
その他の資産

有形固定資産
建物
その他の有形固定資産
無形固定資産
ソフトウェア
ソフトウェア仮勘定
その他の無形固定資産
貸倒引当金

資産の部合計

80,180
2

80,178
28,294
83,496
313,680
220,760
67,768
1,457
23,693
1,671
1,671
8,564
1,836
293

1,169
―

1,862
3,402
742
85
656

6,573
4,728
1,839

5
△255

522,948

54,157
2

54,155
31,052
35,750
669,217
577,180
56,132
825

35,078
1,791
1,791
13,623
4,222
257

1,333
3,082
2,494
2,232
818
77
740

6,272
5,850
417
4

△1,944

810,738

2006年度
（2007年3月31日現在）

2007年度
（2008年3月31日現在）

負債の部
預金
普通預金
定期預金
その他の預金
社債
その他負債
未決済為替借
未払法人税等
未払費用
前受収益
先物取引受入証拠金
金融派生商品
未払金
その他の負債
賞与引当金
ポイント引当金
特別法上の引当金
金融商品取引責任準備金

負債の部合計
純資産の部
資本金
資本剰余金
その他資本剰余金
利益剰余金
その他利益剰余金
繰越利益剰余金
株主資本合計

その他有価証券評価差額金
評価・換算差額等合計

純資産の部合計
負債及び純資産の部合計

483,130
152,433
327,193
3,503

―
9,736
1,853
25

3,867
1,343

―
1,335

―
1,310
108
―
―
―

492,976

32,335
―
―

△637
△637
△637
31,697
△1,724
△1,724
29,972
522,948

760,198
199,883
525,642
34,671
10,000
24,702
2,546
50

6,442
722

2,705
1,829
10,149
254
113
100
0
0

795,115

38,414
5,437
5,437

△23,591
△23,591
△23,591
20,259
△4,636
△4,636
15,623
810,738

2006年度
（2007年3月31日現在）

2007年度
（2008年3月31日現在）

（単位：百万円）
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■損益計算書

経常収益
資金運用収益

有価証券利息配当金
コールローン利息
預け金利息
その他の受入利息

役務取引等収益
受入為替手数料
その他の役務収益

その他業務収益
国債等債券売却益
金融派生商品収益
その他の業務収益

その他経常収益
株式等売却益
金銭の信託運用益
その他の経常収益

経常費用
資金調達費用

預金利息
コールマネー利息

役務取引等費用
支払為替手数料
その他の役務費用

その他業務費用
外国為替売買損
国債等債券売却損
国債等債券償却
金融派生商品費用

営業経費
その他経常費用

貸倒引当金繰入額
株式等売却損
株式等償却
金銭の信託運用損
その他の経常費用

経常利益（△は経常損失）
特別利益

貸倒引当金戻入益
関係会社株式売却益

特別損失
固定資産処分損
金融商品取引責任準備金繰入額
その他の特別損失

税引前当期純利益（△は税引前当期純損失）
法人税、住民税及び事業税
当期純利益（△は当期純損失）

13,590
3,963
2,961
142
40
819

6,236
1,305
4,930
1,715
626

1,089
―

1,675
1,499

―
175

13,958
2,092
2,092

―
1,748
645

1,102
237
169
67
―
―

9,009
870
―
10
286
539
34

△368
290
153
137
156
156
―
―

△234
2

△236

18,120
7,173
5,938
207
73
954

8,152
2,172
5,979
863
229
―

634
1,930
50

1,585
294

40,701
4,645
4,645

0
3,262
1,041
2,221
13,031
685
446

1,907
9,992
14,044
5,716
1,689
117

1,396
2,427
85

△22,580
―
―
―

1,004
972
0
31

△23,585
6

△23,591

2006年度
（2006年4月1日～2007年3月31日）

2007年度
（2007年4月1日～2008年3月31日）

（単位：百万円）
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2006年3月31日残高

事業年度中の変動額

ストック・オプションの行使による増加高

当期純利益（△は当期純損失）

資本準備金減少及びその他資本剰余金増加（注）

資本剰余金の欠損金填補（注）

株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計

2007年3月31日残高

32,310

24

24

32,335

11,232

△11,232

△11,232

―

―

11,232

△11,232

―

―

11,232

―

―

―

△11,232

△11,232

―

△11,632

△236

11,232

10,995

△637

△11,632

―

△236

―

11,232

10,995

△637

31,910

24

△236

―

―

△212

31,697

△1,591

△133

△133

△1,724

△1,591

△133

△133

△1,724

■株主資本等変動計算書

株主資本

資本剰余金 利益剰余金

評価・換算差額等

資本金 資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

その他利
益剰余金

繰越利益
剰余金

利益
剰余金
合計

株主資本
合計

その他
有価証券
評価
差額金

評価・
換算差額
等合計

30,318

24

△236

―

―

△133

△345

29,972

純資産
合計

（単位：百万円）2006年度 (2006年4月1日～2007年3月31日)

（注）2006年6月の定時株主総会における損失処理項目であります。

2007年3月31日残高

事業年度中の変動額

第三者割当増資による増加高

ストック・オプションの行使による増加高

当期純利益（△は当期純損失）

資本準備金減少及びその他資本剰余金増加

資本剰余金の欠損金填補

株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計

2008年3月31日残高

32,335

6,075

3

6,078

38,414

―

6,075

△6,075

―

―

―

6,075

△637

5,437

5,437

―

6,075

―

―

―

△637

5,437

5,437

△637

△23,591

637

△22,954

△23,591

△637

―

―

△23,591

―

637

△22,954

△23,591

31,697

12,150

3

△23,591

―

―

△11,438

20,259

△1,724

△2,911

△2,911

△4,636

△1,724

△2,911

△2,911

△4,636

株主資本

資本剰余金 利益剰余金

評価・換算差額等

資本金 資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

その他利
益剰余金

繰越利益
剰余金

利益
剰余金
合計

株主資本
合計

その他
有価証券
評価
差額金

評価・
換算差額
等合計

29,972

12,150

3

△23,591

―

―

△2,911

△14,349

15,623

純資産
合計

（単位：百万円）2007年度 (2007年4月1日～2008年3月31日)



財務データ

38

重要な会計方針　－2007年度－
1. 商品有価証券の評価基準及び評価方法

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）

により行っております。

なお、2007年度における残高はありません。

2. 有価証券の評価基準及び評価方法

（1）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による

償却原価法（定額法）、子会社株式及び関連会社株式については移動平

均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては

決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法

により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は

償却原価法により行っております。

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法によ

り処理しております。

（2）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産

として運用されている有価証券の評価は、時価法により行っております。

3. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

4. 固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産

有形固定資産は、定率法（ただし、建物（建物附属設備を除く。）につい

ては定額法）を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物：8年～50年

動産：3年～20年

（会計方針の変更）

2007年度税制改正に伴い、2007年4月1日以後に取得した有形固

定資産については、改正後の法人税法に基づく償却方法により減価償

却費を計上しております。この変更により、経常損失及び税引前当期

純損失は、従来の方法によった場合に比べ48百万円増加しております。

（2）無形固定資産

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソ

フトウェアについては、行内における利用可能期間（5年）に基づく定

額法により償却しております。

5. 繰延資産の処理方法

株式交付費は、支出時に全額費用として処理しております。

6. 外貨建て資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。

7. 引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上

しております。

「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒

償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀

行等監査特別委員会報告第4号）に規定する正常先債権及び要注意先債

権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、合理的に算出

した予想損失率等に基づき引き当てております。破綻懸念先債権に相

当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証に

よる回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き

当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権につ

いては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能

見込額を控除した残額を引き当てております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産

査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査

しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。

（2）賞与引当金

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対す

る賞与の支給見込額のうち、2007年度に帰属する額を計上しており

ます。

（3）ポイント引当金

ポイントサービスの将来の利用による負担に備えるため、未利用の付

与済ポイントを金額に換算した残高のうち、将来利用される見込額を

合理的に見積もり、必要と認める額を計上しております。

（4）金融商品取引責任準備金

金融商品取引責任準備金は、受託等をした市場デリバティブ取引に関

して生じた事故による損失の補填に充てるため、金融商品取引法第48

条の3第1項及び金融商品取引業等に関する内閣府令第189条の規定

に定めるところにより算出した額を計上しております。

8. リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によって

おります。

9. ヘッジ会計の方法

為替変動リスク・ヘッジ

（1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段…為替予約

・ヘッジ対象…外貨建有価証券

（3）ヘッジ方針

外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を

行っております。

（4）ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間においてヘッジ対象とヘ

ッジ手段の相場変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判

断しております。

10. 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税（以下「消費税等」といいます。）の会計処理は、税抜

方式によっております。ただし、固定資産にかかる控除対象外消費税等は

2007年度の費用に計上しております。

会計方針の変更　－2007年度－
（金融商品に関する会計基準）
「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）及び「金融商品会計に関す

る実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第14号）等における有価

証券の範囲に関する規定が一部改正され（平成19年6月15日付及び同7月4日

付）、金融商品取引法の施行日以後に終了する事業年度から適用されることにな

ったことに伴い、2007年度から改正会計基準及び実務指針を適用しておりま

す。

表示方法の変更　－2007年度－
（貸借対照表）
2006年度において、「その他負債」中の「その他の負債」に含めて表示しており

ました「未払金」については、負債及び純資産の合計額の1/100を超えたため、

2007年度においては区分掲記することといたしました。なお、2006年度に

おいては「その他負債」中の「その他の負債」に256百万円含まれております。

注記事項 －2007年度－
（貸借対照表関係）
1. 関係会社の株式総額　　740百万円

2. 為替決済、デリバティブ取引等の取引の担保として、有価証券30,626百

万円及び金銭の信託中の有価証券99百万円、信用状発行の担保として、有

価証券2,004百万円を差し入れております。また、その他の資産のうち保

証金は258百万円であります。

3. 有形固定資産の減価償却累計額 982百万円

4. 社債は、全額劣後特約付社債であります。

（損益計算書関係）
その他の特別損失には、商標特許仮払金の費用処理額31百万円を含んでおりま

す。

（株主資本等変動計算書関係）
自己株式の種類及び株式数に関する事項について該当事項はありません。



39

ご
あ
い
さ
つ

特
　
集

業
務
運
営
の
状
況

資
料
編

会
社
情
報

（リース取引関係）
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・

リース取引

・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相

当額及び期末残高相当額

・ 未経過リース料期末残高相当額

1年内 5百万円

1年超 21百万円

合計 27百万円

・リース資産減損勘定の期末残高 ―百万円

・支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失

支払リース料 9百万円

リース資産減損勘定の取崩額 ―百万円

減価償却費相当額 8百万円

支払利息相当額 0百万円

減損損失 ―百万円

・減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

・利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法によっております。

（有価証券関係）
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものについて該当事項はありません。

（税効果会計関係）
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：百万円）

繰延税金資産

税務上の繰越欠損金 11,109

貸倒引当金 791

税務上の減価償却超過額 698

税務上の繰延資産の減価償却超過額 96

未払事業税 17

賞与引当金 46

前受収益 126

株式等償却 1,366

その他有価証券評価差額金 1,886

その他 119

繰延税金資産小計 16,258

評価性引当額 △16,258

繰延税金資産合計 ―

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異

があるときの、当該差異の原因となった主な項目別の内訳

税引前当期純損失が計上されているため、記載しておりません。

取得価額相当額

動産

その他

合計

減価償却累計額相当額

動産

その他

合計

減損損失累計額相当額

動産

その他

合計

期末残高相当額

動産

その他

合計

34百万円

―百万円

34百万円

7百万円

―百万円

7百万円

―百万円

―百万円

―百万円

26百万円

―百万円

26百万円



2006年度

利回り

2007年度

国内業務部門

国際業務部門

合計

資金運用勘定

うち有価証券

うち預け金

資金調達勘定

うち預金

資金運用勘定

うち有価証券

うち預け金

資金調達勘定

うち預金

資金運用勘定

うち有価証券

うち預け金

資金調達勘定

うち預金

1.17%

1.17%

0.20%

0.66%

0.66%

1.91%

1.91%

―

3.64%

3.64%

1.21%

1.22%

0.20%

0.73%

0.73%

1.40％

1.82％

0.08％

0.52％

0.52％

1.78％

1.78％

―

3.83％

3.83％

1.42％

1.81％

0.08％

0.53％

0.53％

2006年度

利息

2007年度

6,556

5,321

73

3,701

3,700

616

616

―

490

490

7,173

5,938

73

4,191

4,190

3,800

2,798

40

1,657

1,657

162

162

―

12

12

3,963

2,961

40

1,669

1,669

2006年度

平均残高

2007年度

559,340

454,110

35,618

554,981

554,885

32,234

32,234

―

13,454

13,454

591,575

486,345

35,618

568,435

630,574

270,052

153,766

49,398

312,976

312,976

9,109

9,109

―

318

318

279,161

162,875

49,398

313,295

313,295

財務データ
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損益の状況

2006年度 2007年度

■粗利益

資金運用収支

役務取引等収支

その他業務収支

業務粗利益

業務粗利益率

2,982

4,890

△12,168

△4,295

－0.72%

2,293

4,487

1,478

8,258

2.95%

（単位：百万円）

（注）業務粗利益＝（資金運用収支＋金銭の信託運用見合費用）＋役務取引等収支＋その他業務収支

2006年度 2007年度

■業務純益

業務純益

実質業務純益

△19,019

△20,316

△750

△1,712

（単位：百万円）

■資金運用・調達勘定の平均残高、利息、利回り
（単位：百万円）

（注）実質業務純益＝業務粗利益－経費（除く臨時処理分）－一般貸倒引当金繰入額＋金銭の信託運用損益

（注）資金調達勘定は、金銭の信託運用見合額の平均残高及び利息を控除しております。
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2006年度

合　計

2007年度

受取利息

支払利息

残高による増減

利率による増減

純増減

残高による増減

利率による増減

純増減

4,088

△877

3,210

1,885

667

2,553

1,646

465

2,111

536

△22

514

2006年度

国際業務部門

2007年度

441

12

454

478

―

478

△17

87

69

12

―

12

2006年度

国内業務部門

2007年度

3,646

△890

2,755

1,470

667

2,075

1,664

377

2,042

524

△22

502

■受取利息・支払利息の分析
（単位：百万円）

（注）残高及び利率の増減要因が重なる部分については、両者の増減割合に応じて按分しております。

2006年度

合　計

2007年度

役務取引等収益

役務取引等費用

8,152

3,262

6,236

1,748

2006年度

国際業務部門

2007年度

―

―

―

―

2006年度

国内業務部門

2007年度

8,152

3,262

6,236

1,748

■役務取引の状況
（単位：百万円）

2006年度

合　計

2007年度

その他業務収益

その他業務費用

863

13,031

1,715

237

2006年度

国際業務部門

2007年度

―

―

―

―

2006年度

国内業務部門

2007年度

863

13,031

1,715

237

■その他業務の状況
（単位：百万円）



財務データ

42

2006年度 2007年度

■営業経費の内訳

給料・手当

退職給付費用

福利厚生費

減価償却費

土地建物機械賃借料

営繕費

消耗品費

給水光熱費

旅費

通信費

広告宣伝費

租税公課

その他

合計

1,726

15

188

2,341

977

449

267

17

37

798

910

486

5,826

14,044

1,321

―

155

1,743

724

384

125

14

42

574

703

325

2,893

9,009

（単位：百万円）

2006年度 2007年度

■利益率

総資産経常利益率

資本経常利益率

総資産当期純利益率

資本当期純利益率

―

―

―

―

―

―

―

―

（注）2006年度及び2007年度は経常損失、当期純損失となったため、利益率はいずれも記載しておりません。

2006年度

合　計

2007年度

資金運用利回り

資金調達原価

総資金利鞘

1.21%

3.20%

△1.99%

1.42％

3.40％

△1.98％

2006年度

国際業務部門

2007年度

1.91%

3.64%

△1.73%

1.78％

―

1.78％

2006年度

国内業務部門

2007年度

1.17%

3.19%

△2.02%

1.40％

3.40％

△2.00％

■利鞘
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2006年度

合　計

2007年度

流動性預金

定期性預金

うち固定金利定期預金

うち変動金利定期預金

その他

計

譲渡性預金

合計

221,547

538,650

538,650

―

―

760,198

―

760,198

155,937

327,193

327,193

―

―

483,130

―

483,130

2006年度

国際業務部門

2007年度

19,671

13,008

13,008

―

―

32,679

―

32,679

2,831

―

―

―

―

2,831 

―

2,831 

2006年度

国内業務部門

2007年度

201,875

525,642

525,642

―

―

727,518

―

727,518

153,105

327,193

327,193

―

―

480,298

―

480,298

■預金科目別残高

（単位：百万円）

業務の状況

(預金に関する指標）

〈期末残高〉

2006年度

合　計

2007年度

流動性預金

定期性預金

うち固定金利定期預金

うち変動金利定期預金

その他

計

譲渡性預金

合計

202,283

428,289

428,289

―

―

630,574

―

630,574

128,320

264,711

264,711

―

―

393,031

―

393,031

2006年度

国際業務部門

2007年度

9,847

3,606

3,606

―

―

13,454

―

13,454

318

―

―

―

―

318

―

318

2006年度

国内業務部門

2007年度

192,436

424,683

424,683

―

―

617,120

―

617,120

128,001

264,711

264,711

―

―

392,713

―

392,713

（単位：百万円）〈平均残高〉

4ケ月以上
6ケ月以下

3ケ月以下2006年度

固定金利定期預金

変動金利定期預金

合計

327,193

―

327,193

97,393

―

97,393

30,585

―

30,585

50,662

―

50,662

63,644

―

63,644

50,233

―

50,233

34,673

―

34,673

■定期預金残存期間別残高

7ケ月以上
1年以下

1年超
2年以下

2年超
3年以下

3年超 合計

4ケ月以上
6ケ月以下

3ケ月以下2007年度

固定金利定期預金

変動金利定期預金

合計

525,642

―

525,642

104,425

―

104,425

20,891

―

20,891

41,136

―

41,136

187,903

―

187,903

91,439

―

91,439

79,845

―

79,845

7ケ月以上
1年以下

1年超
2年以下

2年超
3年以下

3年超 合計

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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■貸出金科目別残高

（貸出金等に関する指標）

該当事項はありません。

該当事項はありません。

■満期保有目的の債券で時価のあるもの
該当事項はありません。

■貸出金残存期間別残高

該当事項はありません。

■貸出金業種別残高

該当事項はありません。

■貸出金使途別内訳

該当事項はありません。

■中小企業等に対する貸出金残高

該当事項はありません。

■貸出金担保別残高

該当事項はありません。

■支払承諾内訳

該当事項はありません。

■支払承諾見返額

該当事項はありません。

該当事項はありません。

■特定海外債権残高

該当事項はありません。

■貸出金償却額

■預貸率

2006年度 2007年度

当期減少額 当期減少額

期末残高

■貸倒引当金内訳

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

特定海外債権引当勘定

934

1,010

―

その他

255

―

―

目的使用

―

―

―

当期増加額

934

1,010

―

期首残高

255

―

―

期末残高

255

―

―

その他

408

―

―

目的使用

―

0

―

当期増加額

255

―

―

期首残高

408

0

―

（単位：百万円）

（有価証券及び金銭の信託等の時価等関係）

（注）1.国外についての貸倒引当金はありません。

2.貸出金に関して該当する事項がないため、業種別又は取引相手別の分類は行っておりません。
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■その他有価証券で時価のあるもの

株式

債券

その他

合計

取得原価

2006年度

562

254,436

23,042

278,041

貸借対照表計上額

436

253,112

22,896

276,445

評価差額

△126

△1,323

△145

△1,595

うち益

─

42

174

216

うち損

126

1,365

320

1,812

（単位：百万円）

（単位：百万円）

株式

債券

その他

合計

取得原価

2007年度

23

610,775

71,671

682,470

貸借対照表計上額

23

608,337

59,563

667,924

評価差額

―

△2,437

△12,108

△14,546

うち益

―

964

357

1,321

うち損

―

3,401

12,466

15,868

(注）1.貸借対照表計上額は、2006年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。

2.「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

3.その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得価格に比べて50%程度以上下落した場合には、合理的な反証がない限り、回復する見込みのな

いほど著しい下落があったものとみなし、当該時価をもって貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当会計年度の損失として処理（以下「減損処理」といいます。）

しております。さらに、たとえ50%程度を下回る下落率であっても、下落率が30%以上の場合には時価の回復可能性の判定を実施し、必要な減損処理を行っており

ます。

2006年度における減損処理額は286百万円であります。

4.評価差額のうち組込デリバティブを一体処理したことにより、損益に反映させた額は125百万円であります。

（注）1.貸借対照表計上額は、2007年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。

2.「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

3.その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて50％程度以上下落した場合には、合理的な反証がない限り、回復する見込みのな

いほど著しい下落があったものとみなし、当該時価をもって連結貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当会計年度の損失として処理（以下「減損処理」といいま

す。）しております。さらに、たとえ50％程度を下回る下落率があっても、下落率が30％以上の場合には時価の回復可能性の判定を実施し、必要な減損処理を行って

おります。

2007年度における減損処理額は2,598百万円であります。

4.評価差額のうち組込デリバティブを一体処理したことにより、損益に反映させた額は△9,946百万円であります。

2006年度 2007年度

■その他有価証券評価差額金

その他有価証券評価差額金

うち繰延税金資産(△は負債)

うち評価差額金

△4,636

―

△4,636

△1,724

―

△1,724

（単位：百万円）貸借対照表に計上されているその他有価証券の評価差額金の内訳は、次のとおりです。
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■デリバティブ取引情報

（デリバティブ取引関係）

（2006年度）

契約額等

―
―

―
―

―
―

―
―
―

53,532
53,741

―
―

―
―
―

取引所

店頭

金利先物
売建
買建

金利オプション
売建
買建

金利先渡契約
売建
買建

金利スワップ
受取固定・支払変動
受取変動・支払固定
受取変動・支払変動

金利スワップション
売建
買建

金利オプション
売建
買建

その他
売建
買建

合計

金利関連取引

契約額等のうち
１年超のもの

―
―

―
―

―
―

―
―
―

53,532
53,741

―
―

―
―
―

時　価

―
―

―
―

―
―

―
―
―

57
61

―
―

―
―

118

評価損益

―
―

―
―

―
―

―
―
―

1,335
△1,331

―
―

―
―
3

（単位：百万円）

契約額等

―
―

―
―
―

48,357
6,522

―
―

―
―
―

取引所

店頭

通貨先物
売建
買建

金利オプション
売建
買建

通貨スワップ
為替予約
売建
買建

通貨オプション
売建
買建

その他
売建
買建

合計

通貨関連取引

契約額等のうち
１年超のもの

―
―

―
―
―

―
―

―
―

―
―
―

時　価

―
―

―
―
―

14
46

―
―

―
―
60

評価損益

―
―

―
―
―

14
46

―
―

―
―
60

（単位：百万円）

（注）1.上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上して

おります。

2.時価の算定

取引金融機関から提示された価格によっております。

3.金利スワップション取引には、当行において区別して把握することが困

難な金利スワップ取引を含めて表示しております。

（注）1.上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上して

おります。

2.時価の算定

為替予約取引…先物為替相場によっております。

■金銭の信託の時価等情報
●運用目的の金銭の信託

2006年度 2007年度

貸借対照表計上額

当期の損益に含まれた評価差額

35,750

△6,332

83,496

401

（単位：百万円）

●満期保有目的の金銭の信託

該当事項はありません。

●その他の金銭の信託

該当事項はありません。
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契約額等

―
―

5,000
―
―

店頭 クレジット・デフォルト・
オプション
売建
買建

その他
売建
買建

合計

クレジットデリバティブ取引

契約額等のうち
１年超のもの

―
―

5,000
―
―

時　価

―
―

144
―

144

評価損益

―
―

144
―

144

（単位：百万円）

（注）1.上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上して

おります。

2.時価の算定

取引金融機関から提示された価格によっております。

3.「売建」は信用リスクの引受取引、「買建」は信用リスクの引渡取引であ

ります。

株式関連取引
該当事項はありません。
債券関連取引
該当事項はありません。
商品関連取引
該当事項はありません。

（2007年度）

契約額等

―
―

―
―

―
―

―
―
―

64,406
64,524

―
―

―
―
―

取引所

店頭

金利先物
売建
買建

金利オプション
売建
買建

金利先渡契約
売建
買建

金利スワップ
受取固定・支払変動
受取変動・支払固定
受取変動・支払変動

金利スワップション
売建
買建

金利オプション
売建
買建

その他
売建
買建

合計

金利関連取引

契約額等のうち
１年超のもの

―
―

―
―

―
―

―
―
―

64,406
64,524

―
―

―
―
―

時　価

―
―

―
―

―
―

―
―
―

1,379
△1,377

―
―

―
―
1

評価損益

―
―

―
―

―
―

―
―
―

1,379
△1,377

―
―

―
―
1

（単位：百万円）

契約額等

―
―

―
―
―

34,102
54,961

―
―

―
―
―

取引所

店頭

通貨先物
売建
買建

金利オプション
売建
買建

通貨スワップ
為替予約
売建
買建

通貨オプション
売建
買建

その他
売建
買建

合計

通貨関連取引

契約額等のうち
１年超のもの

―
―

―
―
―

7
41

―
―

―
―
―

時　価

―
―

―
―
―

△214
△210

―
―

―
―

△425

評価損益

―
―

―
―
―

△214
△210

―
―

―
―

△425

（単位：百万円）

（注）1.上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上して

おります。

2.時価の算定

割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。

3.金利スワップション取引には、当行において区別して把握することが困

難な金利スワップ取引を含めて表示しております。

（注）1.上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上して

おります。

2.時価の算定

為替予約取引…先物為替相場によっております。
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契約額等

―
―

16,700
―
―

店頭 クレジット・デフォルト・
オプション
売建
買建

その他
売建
買建

合計

クレジットデリバティブ取引

契約額等のうち
１年超のもの

―
―

16,700
―
―

時　価

―
―

△9,828
―

△9,828

評価損益

―
―

△9,828
―

△9,828

（単位：百万円）

（注）1.上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上して

おります。

2.時価の算定

取引金融機関から提示された価格によっております。

3.「売建」は信用リスクの引受取引、「買建」は信用リスクの引渡取引であ

ります。

（注）1.上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上して

おります。

2.時価の算定

取引所取引につきましては、東京証券取引所等における最終の価格によ

っております。

契約額等

2,182
―

―
―

―
―

―

―

―
―
―

取引所

店頭

株式指数先物
売建
買建

株式指数オプション
売建
買建

有価証券店頭オプション
売建
買建

有価証券店頭指数スワップ
株価指数変化率受取・
短期変動金利支払
短期変動金利受取・
株価指数変化率支払
その他
売建
買建

合計

株式関連取引

契約額等のうち
１年超のもの

―
―

―
―

―
―

―

―

―
―
―

時　価

△25
―

―
―

―
―

―

―

―
―

△25

評価損益

△25
―

―
―

―
―

―

―

―
―

△25

（単位：百万円）

債券関連取引
該当事項はありません。
商品関連取引
該当事項はありません。
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2006年度

合　計

2007年度

国債

地方債

社債

株式

その他の証券

合計

577,180

―

56,132

825

35,078

669,217

220,760

―

67,768

1,457

23,693

313,680

2006年度

国際業務部門

2007年度

―

―

―

―

27,082

27,082

―

―

―

―

17,891

17,891

2006年度

国内業務部門

2007年度

577,180

―

56,132

825

7,995

642,134

220,760

―

67,768

1,457

5,801

295,788

■有価証券残高

（単位：百万円）

（有価証券に関する指標）

〈期末残高〉

2006年度

合　計

2007年度

国債

地方債

社債

株式

その他の証券

合計

376,254

―

67,736

1,439

40,914

486,345

84,344

―

61,467

1,962

15,099

162,875

2006年度

国際業務部門

2007年度

―

―

―

―

32,234

32,234

―

―

―

―

9,109

9,109

2006年度

国内業務部門

2007年度

376,254

―

67,736

1,439

8,680

454,110

84,344

―

61,467

1,962

5,990

153,766

（単位：百万円）〈平均残高〉

■有価証券残存期間別残高

2007年度 10年超

国債

地方債

社債

その他

合計

131,276

―

20,988

13,806

166,071

5年超
10年以内

65,034

―

7,353

9,023

81,411

1年超
5年以内

203,103

―

10,013

4,607

217,725

1年以内

177,765

―

17,777

64

195,607

（単位：百万円）

（注）住宅金融公庫債券（貸付債権担保S種及び貸付債権担保）は償還金額が確定できないため、10年超に表示しております。

（注）住宅金融公庫債券（貸付債権担保S種及び貸付債権担保）は償還金額が確定できないため、10年超に表示しております。

10年超
5年超
10年以内

1年超
5年以内

1年以内2006年度

国債

地方債

社債

その他

合計

64,028

―

25,346

6,767

96,142

17,565

―

4,605

5,455

27,626

39,252

―

19,226

5,081

63,560

99,914

―

18,590

―

118,504

（単位：百万円）
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2006年度

合　計

2007年度

有価証券（A）

預金 （B）

預証率 （A）／（B）

期中平均

預証率 669,217

760,198

88.03%

77.12%

313,680

483,130

64.92%

41.44%

2006年度

国際業務部門

2007年度

27,082

32,679

82.87%

239.58%

17,891

―

―

―

2006年度

国内業務部門

2007年度

642,134

727,518

88.26%

73.58%

295,788

483,130

61.22%

39.12%

■有価証券の預金に対する比率
（単位：百万円）

2006年度

合　計

2007年度

期中平均残高 0109

2006年度

国際業務部門

2007年度

――

2006年度

国内業務部門

2007年度

0109

■商品有価証券平均残高
（単位：百万円）
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2006年度 2007年度

■銀行法に基づくリスク管理債権

（リスク管理債権、資産査定）

破綻先債権額

延滞債権額

3ケ月以上延滞債権額

貸出条件緩和債権額

合計

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

（単位：百万円）

2006年度 2007年度

■金融再生法に基づく資産査定

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

危険債権

要管理債権

正常債権

合計

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

（単位：百万円）

（注）上記は、金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づくものであります。
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バーゼルⅡ　第3の柱（市場規律）に基づく開示
銀行法施行規則（昭和57年大蔵省令第10号。以下「規則」という。）第19条の2第1項第5号二に規定する自己資本

の充実の状況について金融庁が別に定める事項（平成19年3月23日　金融庁告示第15号、いわゆるバーゼルⅡ第3

の柱（市場規律））として、事業年度に係る説明書類に記載すべき事項を当該告示に則り、本章で開示いたします。

なお、本章中における「自己資本比率告示」及び「告示」は、平成18年3月27日 金融庁告示第19号、いわゆるバーゼ

ルⅡ第1の柱（最低所要自己資本比率）を指しております。

自己資本比率を算出する銀行における事業年度の開示項目 開示事項

定性的な開示事項

一　連結の範囲に関する事項

イ 自己資本比率告示第26条に定める連結自己資本比率

を算出する対象となる会社の集団（以下、「連結グループ」

という。）に属する会社と連結財務諸表の用語、様式及

び作成方法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づき連結の範囲

に含まれる会社との相違点

ロ 連結グループのうち、連結子会社の数並びに主要な連

結子会社の名称及び主要な業務の内容

ハ 自己資本比率告示第9条又は第32条が適用される金

融業務を営む関連法人等の数並びに主要な金融業務を

営む関連法人等の名称及び主要な業務の内容

ニ 自己資本比率告示第31条第1項第2号イからハまで

に掲げる控除項目の対象となる会社の数並びに主要な

会社の名称及び主要な業務の内容

ホ 銀行法（昭和56年法第59号。以下「法」という。）第

16条の2第1項第11号に掲げる会社のうち従属業務を

専ら営むもの又は同項第12号に掲げる会社であって、

連結グループに属していない会社の数並びに主要な会

社の名称及び主要な業務の内容

ヘ 連結グループ内の資金及び自己資本の移動に係る制

限等の概要

連結子会社の数　3社

・イーバンクシステム株式会社（ソフトウェア受託開発業）

・イートラスト信託株式会社（信託業）

・eBANK Capital Management（Cayman）Ltd.（投資信託運用

業務）

該当事項はありません。

該当事項はありません。

該当事項はありません。

銀行法における大口信用供与規制といった法令上の制約のほか、当行連

結グループ内の資金及び自己資本の移動に関する制限はありません。また、

融資による資金及び自己資本の移動は融資業務を行っていないため、該当

事項はありません。

自己資本調達手段としては、普通株式及び劣後債により資本調達を行っ

ており、種類株式・劣後ローン等による資本調達は行っておりません。

当行では、前月末における自己資本額を当行グループが保有する各種リ

スクに割り当てるキャピタル・アロケーションの手法を導入し、自己資本

管理を行っております。なお、当行の自己資本の充実度に関する評価方法

の詳細につきましては、本編 業務運営の状況の「リスク管理体制の整備の

状況」（14ページ）をご参照ください。

該当事項はありません。

二　自己資本調達手段の概要

三　連結グループの自己資本の充実度に関する評価方法の概要
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四　信用リスクに関する事項

イ　リスク管理の方針及び手続の概要 当行では、信用リスクに関する基本方針を「信用リスク管理規程」「投資

運用リスク管理規程」「投資運用リスク管理取扱手続」及び「金融商品リス

ク管理要領」に規定し、これを遵守しております。なお、当行のリスク管理

体制の詳細につきましては、本編 業務運営の状況の「リスク管理体制の整

備の状況」（14ページ）をご参照ください。

投資運用の原資が預金であることに鑑み、保証等を活用することにより信

用リスク削減に努めることとしております。当行は元本保証商品において、被

保証債務が元本のみである場合には、元本以外の関連債務は保証されてい

ないものとして認識し、元本部分についてのみ信用リスク削減効果を適用し

ております。なお、当行のリスク管理体制の詳細につきましては、本編 業務

運営の状況の「リスク管理体制の整備の状況」（14ページ）をご参照ください。

リスク資本及び与信限度枠の割当方法に関する方針として、当行では、

リスク管理委員会での協議により、リスク極小化を目的に適正にヘッジを

実施しており、当該取引について別段リスク資本を割り当てることはしな

い方針を定め運営しております。与信限度額については、「金融商品リスク

管理要領」に基づき他の信用限度額と合算し管理する方針としております。

また、担保による保全及び引当金の算定に関する方針として、「金融商品

リスク管理要領」に基づき月末ごとに影響度を計測し、他の信用供与取引

と合算し管理する方針を定め運営しております。

なお、長期決済期間取引は有価証券等の約定日から受渡しまたは決済の

期日までの期間が一定の期間を超える取引ですが、当行ではこれに該当す

る取引はございません。

ロ 標準的手法が適用されるポートフォリオについて、次

に掲げる事項

（1） リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機

関等の名称

次の5社をリスク・ウェイトの判定に採用しております。

・株式会社格付投資情報センター（以下「R&I」という。）

・株式会社日本格付研究所（以下「JCR」という。）

・ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（以下「Moody’s」

という。）

・スタンダード・アンド・プアーズ・レーティング・サービシズ（以下

「S&P」という。）

・フィッチレーティングスリミテッド（以下「Fitch」という。）

（2） エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイ

トの判定に使用する適格格付機関等の名称

次の5社をリスク・ウェイトの判定に採用しております。

・R&I、JCR、Moody’s、S&P、Fitch

当行はエクスポージャーの種類ごとに特定の適格格付機関を分別使用す

る方針をとっておりません。

なお、当行は金融庁告示第19号第67条に定める法人等向けエクスポー

ジャーの特例を用いているため、すべての法人等向けエクスポージャーに

対し100パーセントのリスク・ウェイトを用いております。

ハ 内部格付手法が適用されるポートフォリオに関する事項 当行は標準的手法を採用しているため、該当事項はありません。

自己資本比率を算出する銀行における事業年度の開示項目 開示事項

五　信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要

六　派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要
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イ　リスク管理の方針及び手続の概要 当行は証券化取引においては投資家としての立場でのみ関与しております。

証券化エクスポージャーに関するリスク管理体制として、当行では、信用リ

スクに関する基本方針を「信用リスク管理規程」「投資運用リスク管理規程」及

び「投資運用リスク管理取扱手続」に規定し、これを遵守しております。なお、

当行のリスク管理体制の詳細につきましては、本編 業務運営の状況の「リス

ク管理体制の整備の状況」（14ページ）をご参照ください。

証券化取引についての方針として、当行では年度毎の会社計画に沿ったア

セットアロケーションを作成しております。さらに、個別に投資対象別の投資基

準として「金銭債権等の証券化投資に関する基本ルール」、「不動産証券化に関

する基本ルール」等を定め投資運用しております。

ロ 証券化エクスポージャーについて、信用リスク・アセ

ットの額の算出に使用する方式の名称

当行は、信用リスク・アセットの額の算出について標準的手法を採用し

ております。

なお、2006年3月31日において保有する証券化エクスポージャーにつ

いては、自己資本比率告示附則第15条の証券化エクスポージャーに関す

る経過措置を適用しております。

ハ　証券化取引に関する会計方針 金融商品に関する会計基準に従い、それぞれの金融資産について規定さ

れた会計処理を行っております。

ニ 証券化エクスポージャーの種類毎のリスク・ウェイ

トの判定に使用する適格格付機関の名称

当行は次の5社をリスク・ウェイトの判定に使用しております。

・R&I、JCR、Moody’s、S&P、Fitch

当行は、証券化エクスポージャーの種類毎に特定の適格格付機関を分別

使用する方針をとっておりません。

当行は、自己資本比率算定式の分母であるマーケット・リスク相当額の合

計額について金融庁告示19号第27条、第39条の定めに従い、マーケッ

ト・リスク相当額不参入の特例を用いておりますので、該当事項はありま

せん。

自己資本比率を算出する銀行における事業年度の開示項目 開示事項

七　証券化エクスポージャーに関する事項

イ　リスク管理の方針及び手続の概要 当行のオペレーショナル・リスクには、事務リスク、情報セキュリティリ

スク、システムリスク、レピュテーショナルリスク、及びコンプライアンス

等がありますが、これらについて担当各部署が月次にてリスク管理委員会

に報告し、問題点を分析・評価の上、対処方法等を協議いたします。さら

に、必要に応じて取締役会に付議し改善策を実施する態勢をとっておりま

す。なお、当行のリスク管理体制の詳細につきましては、本編 業務運営の

状況の「リスク管理体制の整備の状況」（14ページ）をご参照ください。

ロ オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手

法の名称

当行は、自己資本比率算定式の分母であるオペレーショナル・リスク相当

額の合計について基礎的手法を使用しております。

ハ 先進的計測手法を使用する場合における当該手法の

概要、保険によるリスク削減の有無

当行は、先進的計測手法を採用しておりませんので、該当事項はありま

せん。

八　マーケット・リスクに関する事項

九　オペレーショナル・リスクに関する事項
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当行では、信用リスクに関する基本方針を「信用リスク管理規程」「投資

運用リスク管理規程」「投資運用リスク管理取扱手続」及び「金融商品リス

ク管理要領」に規定し、これを遵守しております。なお、当行のリスク管理

体制の詳細につきましては、本編 業務運営の状況の「リスク管理体制の整

備の状況」（14ページ）をご参照ください。

当行のリスク管理方針においては、その他有価証券、子会社株式及び関

連会社株式の区分を行っておりませんが、出資等又は株式等については、

他の資産と同様に半期毎に当行自らが行う資産査定の対象となっており、

この自己査定での確認事項とあわせ、出資等又は株式等エクスポージャー

に関するリスクを、当行のリスク管理体制において包括的に管理する態勢

を構築しております。

株式等エクスポージャーの評価は、子会社株式及び関連会社株式につい

ては移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものにつ

いては、決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平

均法により算定）、時価のないものについては、移動平均法による原価法に

より行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部

純資産直入法により処理しております。

イ　リスク管理の方針及び手続の概要 当行の銀行勘定における金利リスク管理体制を「自己資本比率等算定及

び開示要領」に規定し、これを遵守しております。なお、当行のリスク管理

体制の詳細につきましては、本編業務運営の状況の「リスク管理体制の整

備の状況」（14ページ）をご参照ください。

ロ 銀行及び連結グループが内部管理上使用した銀行勘

定における金利リスクの算定手法の概要

当行及び当行グループでは、a.過去5年の最低残高、b.過去5年の最大年

間流出量を現残高から差し引いた残高、c.現残高の50％相当額、のうち最

小額をコア預金の上限とすることを原則としております。

しかしながら、aについては、当行においては開業（2001年7月23日）

後間もない期日の残高が該当することから、現行預金水準と大幅に乖離し

ており、採用合理性に著しく欠けると判断されます。したがって、当面の

間、b及びcの最小額を、コア預金の上限といたします。なお、満期は5年

以内（平均2.5年）としております。

金利リスク量算定にあたり、円金利の金利ショック幅としては、保有期

間1年、観測期間5年で計測される金利変動の1パーセンタイル値を下方シ

ョック幅、99パーセンタイル値を上方ショック幅に採用しております。円

金利以外の金利ショック幅については、イールドカーブの－200bp幅を下

方ショック幅、＋200bp幅を上方ショック幅に採用しております。

金利リスク感応度分析手法にGPS（グリッドポイントセンシティビティ）

法を採用し、金利感応性資産及び負債を対象として商品別・通貨別に金利

リスク量を算定しております。

金利リスク量の算定は、四半期毎に実施することとしております。

自己資本比率を算出する銀行における事業年度の開示項目 開示事項

十　銀行勘定における出資等又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要

十一　銀行勘定における金利リスクに関する事項
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自己資本比率を算出する銀行における事業年度の開示項目 開示事項

定量的な開示事項

一 自己資本比率告示第8条第1項第2号イからハまで又は第31条第1項第2号イからハまでに掲げる控除項目の対象となる会社のう

ち、規制上の所要自己資本を下回った会社の名称と所要自己資本を下回った額の総額

イ 信用リスクに対する所要自己資本の額（株式等エクス

ポージャー及びみなし計算分を除く）及びこのうち次に

掲げるポートフォリオごとの額

（1）標準的手法が適用されるポートフォリオ及び複数

のポートフォリオに適用される場合における適切

なポートフォリオの区分ごとの内訳

（2）内部格付手法が適用されるポートフォリオとその

内訳

（3）証券化エクスポージャー

自己資本の構成及び金額については、別表1（61ページ）及び別表2

（62ページ）自己資本比率の状況に記載しております。

別表3（63ページ）をご参照ください。

別表1（61ページ）及び別表2（62ページ）をご参照ください。

イ 信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高及

びエクスポージャーの主な種類別の内訳

別表4（65ページ）をご参照ください。

ロ 信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高の

うち、地域別、業種別、残存期間別の区分ごとの額及び

それらのエクスポージャーの主な種類別の内訳

別表4（65ページ）をご参照ください。

別表3（63ページ）をご参照ください。

当行及び当行グループは標準的手法を採用しているため、該当事項はあ

りません。

証券化エクスポージャーの額については、七 証券化エクスポージャー

に関する事項ロ（1）（59ページ）をご参照ください。

ロ 内部格付手法が適用される株式等エクスポージャー

に係る信用リスクに対する所要自己資本の額及び区分

ごとの額

当行及び当行グループは標準的手法を採用しているため、該当事項はあ

りません。

ハ 信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエク

スポージャーに係る信用リスクに対する所要自己資本

の額

当行及び当行グループは標準的手法を採用しているため、該当事項はあ

りません。

ニ　マーケット・リスクに対する所要自己資本の額 当行及び当行グループは、自己資本比率算定式の分母であるマーケッ

ト・リスク相当額の合計額について告示第19号39条の定めに従いマーケ

ット・リスク相当額不算入の特例を用いております。すなわち、マーケッ

ト・リスク相当額に係る額を自己資本比率の計算において算入しないた

め、該当事項はありません。

ホ オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本の額

及びこのうち銀行及び連結グループが使用する手法の

額

該当事項はありません。

二　自己資本の構成に関する事項

三　自己資本の充実度に関する事項

四　信用リスクに関する事項

所要自己資本の額（基礎的手法）

連結

単体

2006年度

28

28

2007年度

28

28

（単位：百万円）

総所要自己資本額

連結

単体

2006年度

9,434

9,446

2007年度

6,248

6,274

（単位：百万円）

ヘ　自己資本比率及び基本的項目比率

ト　総所要自己資本額
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自己資本比率を算出する銀行における事業年度の開示項目 開示事項

ハ 3ヶ月以上延滞エクスポージャーの期末残高又はデフ

ォルトしたエクスポージャーの期末残高及びこれらの

地域別、業種別、取引相手別の区分ごとの内訳

該当事項はありません。

ニ 一般貸倒引当金、個別貸倒引当金及び特定海外債権引

当勘定の期末残高及び期中の増減額、地域別、業種別又

は取引相手の別

一般貸倒引当金、個別貸倒引当金及び特定海外債権引当勘定の期末残高

及び期中の増減額については、44ページの貸倒引当金内訳をご参照くだ

さい。

ホ　業種別又は取引相手の別の貸出金償却の額 該当事項はありません。

ト 内部格付手法が適用されるエクスポージャーのうち、

スロッティング・クライテリアに割当てられた特定貸付

債権及びマーケット・ベース方式の簡易手法が適用され

る株式等エクスポージャーについて、自己資本比率告示

第153条第3項及び第5項並びに第166条第4項に定め

るリスク・ウェイトが適用される場合におけるリスク・

ウェイトの区分ごとの残高

当行及び当行グループは標準的手法を採用しているため、該当事項はあ

りません。

チ 内部格付手法が適用されるポートフォリオに関する事項 当行及び当行グループは標準的手法を採用しているため、該当事項はあ

りません。

リ 内部格付手法を適用する事業法人向けエクスポージ

ャー、ソブリン向けエクスポージャー、金融機関等向け

エクスポージャー、PD/LGD 方式を適用する株式等エ

クスポージャー、居住用不動産向けエクスポージャー、

適格リボルビング型リテール向けエクスポージャー及

びその他リテール向けエクスポージャーごとの直前期

における損失の実績値及び当該実績値と過去の実績値

との対比並びに要因分析

当行及び当行グループは標準的手法を採用しているため、該当事項はあ

りません。

ヌ 内部格付手法を適用する事業法人向けエクスポージ

ャー、ソブリン向けエクスポージャー、金融機関等向け

エクスポージャー、PD/LGD 方式を適用する株式等エ

クスポージャー、居住用不動産向けエクスポージャー、

適格リボルビング型リテール向けエクスポージャー及

びその他リテール向けエクスポージャーごとの長期に

わたる損失額の推計値と実績値の対比

当行及び当行グループは標準的手法を採用しているため、該当事項はあ

りません。

ヘ 標準的手法が適用されるエクスポージャーについて、

リスク・ウェイトの区分ごとの信用リスク削減手法の効

果を勘案した後の残高、並びに自己資本比率告示第8条

第1項第3号及び第6号、又は第31条第1項第3号及び

第6号の規定により資本控除した額

リスク・ウェイトの区分

0%

0％超100％以下

100％超

計

資本控除した額

2006年度

243,533

202,978

28,387

474,899

15,699

2007年度

581,414

148,755

5,563

735,732

7,239

【連結】 （単位：百万円）

リスク・ウェイトの区分

0%

0％超100％以下

100％超

計

資本控除した額

2006年度

243,533

202,867

28,387

474,788

15,699

2007年度

581,413

149,337

5,563

736,313

7,239

【単体】 （単位：百万円）
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イ 標準的手法又は基礎的内部格付手法が適用されるポ

ートフォリオについて、適格金融資産担保、適格資産担

保ごとの信用リスク削減手法が適用されたエクスポー

ジャーの額

該当事項はありません。

ロ 標準的手法又は内部格付手法が適用されるポートフ

ォリオについて、保証又はクレジット・デリバティブが

適用されたエクスポージャーの額

内部格付手法を採用しておりませんので、内部格付手法における該当事

項はありません。

イ　与信相当額の算出に用いる方式 カレント・エクスポージャー方式を採用しております。

ロ グロス再構築コストの額（0を下回らないものに限る）

の合計額

長期決済期間取引について該当事項はありません。

ハ 担保による信用リスク削減手法の効果を勘案する前

の与信相当額

長期決済期間取引について該当事項はありません。

ニ ロに掲げる合計額及びグロスのアドオンの合計額か

らハに掲げる額を差し引いた額

該当事項はありません。

自己資本比率を算出する銀行における事業年度の開示項目 開示事項

ホ　担保の種類別の額 該当事項はありません。

ヘ 担保による信用リスク削減手法の効果を勘案した後

の与信相当額

ハをご参照ください。

ト 与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティ

ブの想定元本額をクレジット・デリバティブの種類別、

かつ、プロテクションの購入又は提供の別に区分した額

該当事項はありません。

チ 信用リスク削減手法の効果を勘案するために用いて

いるクレジット・デリバティブの想定元本額

該当事項はありません。

イ 銀行及び連結グループがオリジネーターである証券

化エクスポージャーに関する事項

該当事項はありません。

五　信用リスク削減手法に関する事項

六　派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

七　証券化エクスポージャーに関する事項

標準的手法

連結

単体

2006年度

4,916

4,916

2007年度

4,393

4,393

（単位：百万円）

グロス再構築コストの額

連結

単体

2006年度

134

134

2007年度

948

948

（単位：百万円）

外国為替関連取引

金利関連取引

合計

2006年度

468

669

1,137

2007年度

0

749

749

【連結】 （単位：百万円）

外国為替関連取引

金利関連取引

合計

2006年度

468

669

1,137

2007年度

0

749

749

【単体】 （単位：百万円）
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ロ 銀行及び連結グループが投資家である証券化エクス

ポージャーに関する次に掲げる事項

（1）保有する証券化エクスポージャーの額及び主な

原資産の種類別の内訳

（2）保有する証券化エクスポージャーの適切な数の

リスク・ウェイトの区分ごとの残高及び所要自己

資本の額

（3）自己資本比率告示第247条の規定により自己資

本から控除した証券化エクスポージャーの額及

び主な原資産の種類別の内訳

（4）自己資本比率告示附則第15条の適用により算出

される信用リスク・アセットの額

自己資本比率を算出する銀行における事業年度の開示項目 開示事項

（1）保有する証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の種類別の内訳

（2）保有する証券化エクスポージャーの適切な数のリスク・ウェイトの区分ごとの残高及

び所要自己資本の額については別表5（66ページ）をご参照ください。

（3）自己資本比率告示第247条の規定により自己資本から控除した証券化エクスポージ

ャーの額及び主な原資産の種類別の内訳

（4）自己資本比率告示附則第15条の適用により算出される信用リスク・アセットの額

主な原資産の種別

不動産

金銭債権

クレジットデリバティブの原債権

その他

合計

2006年度

55,378

32,694

10,405

4,794

103,273

2007年度

45,223

18,343

8,304

3,304

75,174

【連結】 （単位：百万円）

主な原資産の種別

不動産

金銭債権

クレジットデリバティブの原債権

その他

合計

2006年度

55,378

32,694

10,405

4,794

103,273

2007年度

45,223

18,343

8,304

3,304

75,174

【単体】 （単位：百万円）

不動産

金銭債権

自己資本から控除した証券化

エクスポージャー合計額

2006年度

11,046

3,659

14,705

2007年度

7,066

－

7,066

【連結】 （単位：百万円）

不動産

金銭債権

自己資本から控除した証券化

エクスポージャー合計額

2006年度

11,046

3,659

14,705

2007年度

7,066

－

7,066

【単体】 （単位：百万円）

連結

単体

2006年度

64,498

64,498

2007年度

5,573

5,573

（単位：百万円）
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当行及び当行グループは内部モデル方式を採用していないため、該当事

項はありません。

ニ 貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益

の額

該当事項はありません。

イ 貸借対照表計上額、時価及び次に掲げる事項に係る貸

借対照表計上額

自己資本比率を算出する銀行における事業年度の開示項目 開示事項

ロ 出資等又は株式等エクスポージャーの売却及び償却

に伴う損益の額

八 マーケット・リスクに関する、期末のバリュー・アット・リスクの値並びに開示期間におけるバリュー・アット・リスクの最高、平均及び最低の値。

バック・テスティングの結果及び損益の実績値がバリュー・アット・リスクの値から大幅に下方乖離した場合についての説明

ハ 貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識され

ない評価損益の額

ホ 海外営業拠点を有する銀行については、自己資本比率

告示第6条第1項第1号の規定により補完的項目に算入

した額

該当事項はありません。

ヘ 自己資本比率告示附則第13条が適用される株式等エ

クスポージャーの額及び株式等エクスポージャーのポ

ートフォリオの区分ごとの額

該当事項はありません。

当行及び当行グループは、標準的手法を採用しているため、信用リス

ク・アセットの額の合計額の算定についてみなし計算は適用されません。

九　銀行勘定における出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項

十　信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャーの額

十一　銀行勘定における金利リスクに関して連結グループが内部管理上使用した金利ショックに対する損益又は経済的価値の増減額

【連結】

当行及び当行グループは、銀行勘定における金利リスク量の計測にあたっ

ては、保有期間1年、最低5年の観測期間で計測される金利変動の99パー

センタイル値を採用しています。99パーセンタイル値による経済価値減少額

は3,635百万円で、アウトライヤー比率は14.273％となっています。

【単体】

当行及び当行グループは、銀行勘定における金利リスク量の計測にあたっ

ては、保有期間1年、最低5年の観測期間で計測される金利変動の99パー

センタイル値を採用しています。99パーセンタイル値による経済価値減少額

は3,635百万円で、アウトライヤー比率は14.899％となっています。

上場株式等エクスポージャー

上記に該当しない出資等

又は株式等エクスポージャー

2006年度

457

2,484

2007年度

2,972

3,725

【連結】 （単位：百万円）

上場株式等エクスポージャー

上記に該当しない出資等

又は株式等エクスポージャー

2006年度

457

2,834

2007年度

2,972

4,465

【単体】 （単位：百万円）

売却益額

償却額

2006年度

2,164

286

2007年度

△66

1,192

【連結】 （単位：百万円）

売却益額

償却額

2006年度

2,214

286

2007年度

△66

1,396

【単体】 （単位：百万円）

損益計算書に認識されない評価損益の額

連結

単体

2006年度

△209

△209

2007年度

△1,071

△1,071

（単位：百万円）
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別表1
（自己資本比率の状況）

自己資本比率は、銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18

年金融庁告示第19号。以下、「告示」という。）に定められた算式に基づき、連結ベースと単体ベースの双方について算出しております。

なお、当行は、国内基準を適用のうえ、信用リスク・アセットの算出においては標準的手法を採用しております。

（注） 1.告示第28条第2項に掲げるもの、すなわち、ステップ・アップ金利等の特約を付すなど償還を行う蓋然性を有する株式等（海外特別目的会社の発行する優先出資

証券を含む。）であります。

2.告示第29条第1項第3号に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質のすべてを有するものであります。

（1）無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること

（2）一定の場合を除き、償還されないものであること

（3）業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること

（4）利払い義務の延期が認められるものであること

3.告示第29条第1項第4号及び第5号に掲げるものであります。ただし、期限付劣後債務は契約時における償還期間が5年を超えるものに限られております。

4.告示第31条第1項第1号から第6号に掲げるものであり、他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額、及び第2号に規定するものに対する投資に相当す

る額が含まれております。

■連結自己資本比率（国内基準）

資本金
うち非累積的永久優先株
新株式申込証拠金
資本剰余金
利益剰余金
自己株式（△）
自己株式申込証拠金
社外流出予定額（△）
その他有価証券の評価差損（△）
為替換算調整勘定
新株予約権
連結子法人等の少数株主持分
うち海外特別目的会社の発行する優先出資証券
営業権相当額（△）
のれん相当額（△）
企業結合等により計上される無形固定資産相当額（△）
証券化取引に伴い増加した自己資本相当額（△）
繰延税金資産の控除前の〔基本的項目〕計（上記各項目の合計額）
繰延税金資産の控除金額（△）
計 （A）
うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券（注1）

土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の45％相当額
一般貸倒引当金
負債性資本調達手段等
うち永久劣後債務（注2）
うち期限付劣後債務及び期限付優先株（注3）
計
うち自己資本への算入額　 （B）
控除項目（注4） （C）
（A）＋（B）－（C） （D）
資産（オン・バランス）項目
オフ・バランス取引等項目
信用リスク・アセットの額 （E）
オペレーショナル・リスク相当額に係る額（（G）／8％） （F）
（参考）オペレーショナル・リスク相当額　 （G）
計（E）＋（F） （H）

連結自己資本比率（国内基準）＝D／H×100（％）
（参考）Tier1比率＝A／H×100（％）

32,335
―
―
―

△642
113
―
―

1,724
―
―

293
―
―
―
―
―

30,148
―

30,148
―
―

255
―
―
―

255
255

15,699
14,704
215,177
11,629
226,807
9,043
723

235,851
6.23
12.78

38,414
―
―

5,437
△23,408

113
―
―

4,636
―
―

643
―
―
―
―
―

16,336
―

16,336
―
―

934
8,168

―
8,168
9,102
9,102
7,239
18,199
140,279
6,930

147,210
9,013
721

156,224
11.64
10.45

2006年度
2007年3月31日

項目
2007年度

2008年3月31日

（単位：百万円）

基本的項目
（Tier1）

補完的項目
（Tier2）

控除項目
自己資本額
リスク・
アセット等
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（注） 1.告示第40条第2項に掲げるもの、すなわち、ステップ・アップ金利等の特約を付すなど償還を行う蓋然性を有する株式等（海外特別目的会社の発行する優先出資

証券を含む。）であります。

2.告示第41条第1項第3号に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質のすべてを有するものであります。

（1）無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること

（2）一定の場合を除き、償還されないものであること

（3）業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること

（4）利払い義務の延期が認められるものであること

3.告示第41条第1項第4号及び第5号に掲げるものであります。ただし、期限付劣後債務は契約時における償還期間が5年を超えるものに限られております。

4.告示第43条第1項第1号から第5号に掲げるものであり、他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額が含まれております。

■単体自己資本比率（国内基準）

資本金
うち非累積的永久優先株
新株式申込証拠金
資本準備金
その他資本剰余金
利益準備金
その他利益剰余金
その他
自己株式（△）
自己株式申込証拠金
社外流出予定額（△）
その他有価証券の評価差損（△）
新株予約権
営業権相当額（△）
のれん相当額（△）
企業結合により計上される無形固定資産相当額（△）
証券化取引に伴い増加した自己資本相当額（△）
繰延税金資産の控除前の〔基本的項目〕計（上記各項目の合計額）
繰延税金資産の控除金額（△）
計　 （A）
うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券（注1）

土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の45％相当額
一般貸倒引当金
負債性資本調達手段等
うち永久劣後債務（注2）
うち期限付劣後債務及び期限付優先株（注3）
計
うち自己資本への算入額　 （B）
控除項目（注4） （C）
（A）＋（B）－（C） （D）
資産（オン・バランス）項目
オフ・バランス取引等項目
信用リスク・アセットの額　 （E）
オペレーショナル・リスク相当額に係る額（（G）／8％） （F）
（参考）オペレーショナル・リスク相当額　 （G）
計（E）＋（F） （H）

単体自己資本比率（国内基準）＝D／H×100（％）
（参考）Tier1比率＝A／H×100（％）

32,335
―
―
―
―
―

△637
―
―
―
―

1,724
―
―
―
―
―

29,972
―

29,972
―
―

255
―
―
―

255
255

15,699
14,528
215,521
11,629
227,150
9,005
720

236,157
6.15
12.69

38,414
―
―
―

5,437
―

△23,591
―
―
―
―

4,636
―
―
―
―
―

15,623
―

15,623
―
―

934
7,811

―
7,811
8,746
8,746
7,239
17,129
141,009
6,930

147,940
8,933
714

156,873
10.91
9.95

2006年度
2007年3月31日

項目
2007年度

2008年3月31日

（単位：百万円）

基本的項目
（Tier1）

補完的項目
（Tier2）

控除項目
自己資本額
リスク・
アセット等

別表2
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所要自己資本 8,607 5,611

所要自己資本

2006年度 2007年度

信用リスクに対する所要自己資本の額（株式等エクスポージャー及びみなし
計算分を除く）及びこのうち次に掲げるポートフォリオごとの額

（単位：百万円）

現金
我が国の中央政府及び中央銀行向け
外国の中央政府及び中央銀行向け
国際決済銀行等向け
我が国の地方公共団体向け
外国の中央政府等以外の公共部門向け
国際開発銀行向け
我が国の政府関係機関向け
地方三公社向け
金融機関及び証券会社向け
法人等向け
中小企業等向け及び個人向け
抵当権付住宅ローン
不動産取得等事業向け
3ヶ月以上延滞等
取立未済手形
信用保証協会等による保証付
株式会社産業再生機構による保証付
出資等
上記以外
証券化（オリジネーターの場合）
証券化（オリジネーター以外の場合）
複数の資産を裏付とする資産（所謂ファンド）のうち、個々の資産の把握が困難な資産

0
0
0
―
―
―
―
93
―

1,398
298
―
―
―
―
―
―
―
77
410
―

4,467
1,860

0
0
0
―
―
―
―
69
―

631
159
―
―
―
―
―
―
―

252
418
―

2,691
1,389

2006年度 2007年度
標準的手法が適用されるポートフォリオ及び複数のポートフォリオに適用さ
れる場合における適切なポートフォリオの区分ごとの内訳

■信用リスクに対する所要自己資本の額

別表3

連結
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所要自己資本 8,620 5,640

所要自己資本

2006年度 2007年度

信用リスクに対する所要自己資本の額（株式等エクスポージャー及びみなし
計算分を除く）及びこのうち次に掲げるポートフォリオごとの額

（単位：百万円）

現金
我が国の中央政府及び中央銀行向け
外国の中央政府及び中央銀行向け
国際決済銀行等向け
我が国の地方公共団体向け
外国の中央政府等以外の公共部門向け
国際開発銀行向け
我が国の政府関係機関向け
地方三公社向け
金融機関及び証券会社向け
法人等向け
中小企業等向け及び個人向け
抵当権付住宅ローン
不動産取得等事業向け
3ヶ月以上延滞等
取立未済手形
信用保証協会等による保証付
株式会社産業再生機構による保証付
出資等
上記以外
証券化（オリジネーターの場合）
証券化（オリジネーター以外の場合）
複数の資産を裏付とする資産（所謂ファンド）のうち、個々の資産の把握が困難な資産

0
0
0
―
―
―
―
93
―

1,397
297
―
―
―
―
―
―
―
91
412
―

4,467
1,860

0
0
0
―
―
―
―
69
―

629
161
―
―
―
―
―
―
―

282
416
―

2,691
1,389

2006年度 2007年度
標準的手法が適用されるポートフォリオ及び複数のポートフォリオに適用さ
れる場合における適切なポートフォリオの区分ごとの内訳

単体
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連結（地域別・業種別・取引相手別）

別表4

■信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高

（注）1.株式等エクスポージャーは除いております。

2.与信相当額を集計しております。

3.オフ・バランスシート取引を含みます。当行は貸出業務を行っておりません。

情報通信
金融・保険業
不動産
国・地方公共団体等
その他
国内小計
国外
総合計
1年以下
1年超
総合計

―
45,314
―
―

11,219
56,534
152,885
209,419
46,265
163,154
209,419

―
24,114
―
―

92,807
116,921
27,114
144,035
24,114
119,921
144,035

信用リスクエクスポージャー期末残高

有価証券（注1） デリバティブ（注2）

1,001
58,149
5,504

246,139
11,219
322,014
152,885
474,899
164,549
310,350
474,899

貸出金等（注3）

1,002
34,638
2,001

595,985
92,807
726,433
27,114
753,547
174,397
579,150
753,547

1,001
―

5,504
246,139

―
252,645

―
252,645
105,449
147,196
252,645

1,002
―

2,001
595,985

―
598,988

―
598,988
139,759
459,229
598,988

―
12,834
―
―
―

12,834
―

12,834
12,834
―

12,834

―
10,524
―
―
―

10,524
―

10,524
10,524
―

10,524

2006年度 2007年度

合計

（単位：百万円）

2006年度 2007年度 2006年度 2007年度 2006年度 2007年度

単体（地域別・業種別・取引相手別）

情報通信
金融・保険業
不動産
国・地方公共団体等
その他
国内小計
国外
総合計
1年以下
1年超
総合計

―
45,314
―
―

11,239
56,554
152,754
209,308
46,250
163,057
209,308

―
24,114
―
―

92,599
116,713
27,164
143,877
24,114
119,763
143,877

信用リスクエクスポージャー期末残高

有価証券（注1） デリバティブ（注2）

1,001
58,149
5,504

246,139
11,239
322,034
152,754
474,788
164,534
310,253
474,788

貸出金等（注3）

1,002
34,638
2,001

595,985
92,599
726,225
27,164
753,389
174,397
578,992
753,389

1,001
―

5,504
246,139

―
252,645

―
252,645
105,449
147,196
252,645

1,002
―

2,001
595,985

―
598,988

―
598,988
139,759
459,229
598,988

―
12,834
―
―
―

12,834
―

12,834
12,834
―

12,834

―
10,524
―
―
―

10,524
―

10,524
10,524
―

10,524

2006年度 2007年度

合計

（単位：百万円）

2006年度 2007年度 2006年度 2007年度 2006年度 2007年度
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100％未満
100%
100％超
合計

22,485
45,244
20,837
88,567

23,270
39,114
6,731
69,117

残高 所要自己資本の額

2006年度 2007年度
リスク・ウェイトの区分

889
1,809
833

3,542

2006年度

930
1,564
269

2,764

2007年度

（単位：百万円）

別表5

■保有する証券化エクスポージャーにおけるリスク・ウェイトの区分ごとの残高及び所要
自己資本の額

連結

100％未満
100%
100％超
合計

22,485
45,244
20,837
88,567

23,270
39,114
6,731
69,117

残高 所要自己資本の額

2006年度 2007年度
リスク・ウェイトの区分

889
1,809
833

3,542

2006年度

930
1,564
269

2,764

2007年度

（単位：百万円）
単体
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当行の概要

■概要（2008年3月31日現在）
名　　　称 イーバンク銀行株式会社（英名： eBANK Corporation）

本社所在地 東京都千代田区内幸町一丁目1番7号　大和生命ビル

設　　　立 2000年1月14日

開　　　業 2001年7月23日

資　本　金 384億14百万円

従 業 員 数 195人（嘱託及び臨時従業員を含まず）

■営業所の名称及び所在地（2008年6月26日現在）

■役員一覧（2008年6月26日現在）

本店所在地 東京都千代田区内幸町一丁目1番7号　大和生命ビル

支店所在地 東京都千代田区内幸町一丁目1番7号　大和生命ビル

支　店　名 ジャズ支店、ロック支店、サンバ支店、ワルツ支店、オペラ支店、タンゴ支店、サルサ支店、

ダンス支店、リズム支店、ビート支店、マーチ支店

法人第一支店、法人第二支店、法人第三支店、法人第四支店、法人第五支店、法人第六支店

代表取締役社長

代表取締役副社長

取締役副社長

取締役

取締役

取締役

取締役

取締役

取締役

取締役

取締役

常勤監査役

監査役

監査役

松尾　泰一

安藤　時彦

星 治男

佐伯　和彦

佐藤　昌弘

沼倉　進

豊島　俊弘

佐々木　雅一

堅田　幸博

吉岡　桂輔

須藤　修

冨金原　俊二

池田　克朗

村上　春雄

当行　CS本部担当

当行　サービス戦略本部担当、システム本部担当、セキュリティ管理室担当

当行　営業本部担当

現　日本政策投資銀行　グロース・クロスボーダー投資グループ長

現　マネックス・ビーンズ・ホールディングス株式会社　取締役

現　NTTファイナンス株式会社　取締役

吉岡・辻法律事務所　弁護士

須藤・ 井法律事務所開設パートナー　弁護士

現　三井住友海上火災保険株式会社　取締役常務執行役員

現　ソフトバンクテレコム株式会社　相談役

氏名地位 担当または主な職業

■大株主一覧（2008年3月31日現在）

金融サービス育成投資事業組合（組合員　DBJ事業投資株式会社）

松尾　泰一

NTTファイナンス株式会社

マネックス・ビーンズ・ホールディングス株式会社

住友商事株式会社

Bridgehead株式会社

ジャパン・デジタル・コンテンツ信託株式会社

アセット・インベスターズ株式会社

大和生命保険株式会社

株式会社栄光

99,020株

43,020株

40,918株

32,500株

30,918株

24,750株

20,000株

18,856株

17,870株

14,201株

14.91％

6.48％

6.16％

4.90％

4.66％

3.73％

3.01％

2.84％

2.69％

2.14％

所有株式数株主名 持株比率
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システム企画開発部�

システム運用部�

品質管理室�

情報システムセキュリティ担当�

商品業務室�

投資運用部�

運用開発部�

営業管理部�

マーケティング推進室�

第1営業部�

第2営業部�

第3営業部�

第4営業部�

FA部�

人事グループ�

総務グループ�

関連事業室�

�

香港駐在員事務所�

サンフランシスコ駐在員事務所�

金融犯罪対応室�

証券業務管理室�

市場リスク管理担当�

ALM担当�

リスク管理担当役員�

経営企画担当役員�

サービス戦略本部�

財務経理担当役員�

CS本部�

システム本部�

キャピタル・マーケット本部�

営業本部�

秘書グループ�

コールセンター�

事務センター�

ビジネス事務センター�

為替センター�

（2008年6月26日現在）
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当行グループの概要

主な業務の内容
・当行グループの業務は、（1）電子決済サービス業務、（2）金融サービス販売業務、（3）運用調達業務、及び（4）その他

の業務の4つの業務に分類できます。

（1）電子決済サービス業務

・パソコンまたは携帯端末によるインターネットを経由した送金及び振込にかかる内国為替業務（ウェブ決済）の提供

（2）金融サービス販売業務

・各種企業との提携による、クレジット一体型カードの発行、個人向けカードローンの取次、証券口座開設の紹介、及び金

融商品の販売

・証券化・流動化案件のアレンジメント業務、社債管理等をはじめとしたファイナンシャル・アドバイザリー業務、及び社債

の引き受けと私募の取扱業務

（3）運用調達業務

・普通預金、定期預金、外貨預金の提供

・インターネット専業銀行の特徴を踏まえた流動性に十分配慮した運用と、ALM（資産負債総合管理）の観点から金利感

応度、資金流動性、市場流動性等のリスクマネジメントに十分留意した運営

（4）その他

●ソフトウェア受託開発業

・主として、当行グループの銀行システムの開発・運用業務（第三者に対するITサービスの提供拡大も予定）

●信託業

・主として、当行グループの取引先又は個人顧客のニーズにあった多様な金融サービスの開発提供等を可能とする

信託業

●債権管理回収業

・「債権管理回収業に関する特別措置法」（平成10年法律第126号）に基づいた、債権管理回収業務

●広告業

・銀行法第10条2「その他の銀行業に付随する業務」に該当するホームページ及びメールマガジン等への広告掲載

による広告業

グループ会社（2008年6月26日現在）

名称

設立

住所

主要な業務の内容

資本金

当行議決権比率

イーバンクシステム株式会社

2004年10月22日

東京都千代田区

ソフトウェア受託開発業

4億円

55.0%

イートラスト信託株式会社

2008年2月14日

東京都千代田区

信託業

9億円

50％

連結子会社

名称

設立

住所

主要な業務の内容

資本金

当行議決権比率

eBANK Capital Management (Cayman) Ltd.

2005年10月21日

英領ケイマン諸島

投資信託運用業務

5,000万円

100%

栄光債権回収株式会社

2000年1月7日

神奈川県横浜市西区

債権管理回収業

10億円

33.5%

連結子会社 持分法適用関連会社
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決算公告（電子公告）�
銀行法第20条に基づいて、下記の決算公告を当行定款に定めるホームページに掲載しています。�

※ホームページのイメージは、2008年7月現在のもの�
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